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プロジェクト位置図 

 

出所：Rexparry sydney（2007 年）、在ザンビア日本国大使館のウェブサイト（2014 年） 
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地方自治住宅省 
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NGO Non-Governmental 
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NRWSSP  National Rural Water Supply 

and Sanitation Program 

国家地方給水衛生プログラム 

O&M Operation and Maintenance 運営維持管理 

ODA Official Development 

Assistance 

政府開発援助 
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アフリカ開発会議 
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中間レビュー評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名： 

ザンビア共和国 

案件名： 

地方給水維持管理コンポーネント支援プロジェクト（SOMAP 3） 

分野：水資源・防災－地方給水 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額（中間レビュー時点）：37.7 百万円 

協力期間： 

（R/D: 2011 年 6 月 29 日） 

2011 年 9 月 15 日～ 

2016 年 2 月 15 日（4.5 年間） 

先方関係機関：地方自治住宅省 住宅・インフラ開発局 

    地方給水衛生ユニット 

日本側協力機関：日本テクノ株式会社 

他の関連協力 

【国際協力機構：JICA】 

 技術協力プロジェクト「地方給水維持管理強化プロジェクト」（SOMAP 1）（2005 年～2007 年）、 

「地方給水維持管理強化プロジェクトフェーズ 2」（SOMAP 2）（2007 年～20010 年） 

 無償資金協力プロジェクト「ルアプラ州地下水開発計画」（フェーズ 1：2008 年～2010 年、 

フェーズ 2：2011 年～2014 年、フェーズ 3：予定） 

【SOMAP O&M モデル普及が活動に含まれているドナープロジェクト】 

 アフリカ開発銀行（AfDB）：「国家地方給水衛生プログラム（NRWSSP）」（2006 年～2014 年） 

 国連児童基金（UNICEF）：「水・衛生・保健教育サポート（WASHE Support）」（2006 年～2014 年） 

 ドイツ国際協力公社（GIZ）：「水セクター改革プログラム（Water Sector Report Program）」 

（2011 年～2015 年） 

 ドイツ復興金融公庫（KfW）：「KfW フェーズ 1」（2013 年～2014 年） 

 米国国際開発庁（USAID）：「校内給水衛生プロジェクト（School WASH）」（2009 年～2013 年） 

 デンマーク国際開発庁（DANIDA）：「水セクタープログラムサポート II（WSPS II）」（2012 年～ 

2013 年）、等 

1-1. 協力の背景と概要 

ザンビア共和国の地方部での安全な水へのアクセス率は、約50％1であり（2011年時点）、地方給水

セクターの改善は依然として重要な開発課題である。我が国は、1980年代からハンドポンプ付深井戸

給水施設の建設を無償資金協力により支援し、安全な水へのアクセス率の向上に貢献してきた。しか

し、ハンドポンプ付深井戸に代表される地方給水施設の運営・維持管理（O&M）体制は脆弱であり、

持続的な施設利用のためにはO&M体制の構築と強化が必要であるとされている。 

このような背景のもと、ザンビア政府の要請の下、我が国は、南部州モンゼ郡及び中央州ムンバ郡

をパイロット郡として、地方給水施設のO&M体制の構築とその強化を目標とした「地方給水維持管理

強化プロジェクト（SOMAP 1）」（2005年～2007年）の実施を支援した。SOMAP 1 では、給水施設の

                                                 
1 2011 年のサブサハラアフリカ諸国における地方部の安全な水への平均アクセス率は 60.2％である。 

出所：World Bank, ＜http://databank.worldbank.org/data/home.aspx＞ 
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O&Mにおける各ステークホルダーの役割の明確化や啓発活動、能力強化等の活動を組み合わせた

「SOMAP O&Mモデル2」が確立され、「国家運営・維持管理ガイドライン（SOMAP O&M ガイドラ

イン）」が策定された。SOMAP 1の実施により、パイロット郡では、給水施設の故障期間が大きく短

縮されるなどの成果が上がったことから、SOMAP O&Mガイドラインが、「国家地方給水衛生プログ

ラム（National Rural Water Supply and Sanitation Programme：NRWSSP）（2006年～2015年）」の8つの

柱の一つである運営・維持管理コンポーネント（O&Mコンポーネント）のガイドラインとして採用さ

れた3。そして、NRWSSP実施にあたり、ザンビア政府より、SOMAP O&Mモデルの精緻化と、他ドナ

ーが支援する中央州以外の他州への同モデル普及を目的とした技術協力プロジェクトの実施が要請さ

れた。この要請に基づき、「地方給水維持管理強化プロジェクトフェーズ2（SOMAP 2）」（2007年～

2010年）が実施され、マニュアルの整備等を通じたモデルの精緻化、中央州4郡（チボンボ郡、カピリ･

ムポシ郡、ムクシ郡、セレンジェ郡）におけるモデル普及、UNICEFとAfDB等のドナーが地方給水事

業を実施している郡への維持管理の基本原則の普及が行われた。その結果、SOMAP 2の終了時評価で

は、中央州5郡4で、給水施設の稼働率が80%を超えるなどの成果が確認された。 

SOMAP 1及びSOMAP 2の実施を通じてSOMAP O&M モデル導入が村落部の給水事情にもたらす効

果が明らかになったことから、SOMAP O&Mモデルの全国普及による地方給水施設の稼働率の更なる

改善を目的とした「地方給水維持管理コンポーネント支援プロジェクト（SOMAP 3）」がザンビア政

府により要請されることとなった。これを受けて、本プロジェクトは2011年10月から開始され、2016

年2月までの4年間半の予定で実施されている。 

 

1-2. 協力内容 

本プロジェクトは、地方自治住宅省（MLGH）住宅インフラ開発局（DHID）（以下、MLGH/DHID）

の能力強化及びザンビアのNRWSSP対象全郡におけるSOMAP O&Mモデルの実施により、地方給水施

設の稼働率の改善を図り、もって地方部住民の安全な水へのアクセス向上に寄与するものである。 

(1) 上位目標：安全かつ使いやすい水を使用する地方部住民の割合が増加する。 

(2) プロジェクト目標：地方給水施設の稼働率が改善する。 

(3) 成果 

1) 運営・維持管理（O&M）コンポーネントに関する MLGH/DHID の能力が強化される。 

2) 対象 54 郡5において、州の実施支援チームの下で SOMAP O&M モデルが実施される。 

3) ルアプラ州 4 郡（マンサ、ミレンゲ、ムウェンセ、ンチェレンゲ）において、州の実施支援チ

ームと共に郡を直接支援することで SOMAP O&M モデルが実施される。 

 

投入（中間レビュー評価時点） 

日本側：総投入額  37.7 百万円 

                                                 
2 SOMAP O&M モデルは、給水施設の O&M を強化するための一連の活動を指す。SOMAP1 と SOMAP 2 を通じて、

1) 維持管理コストの住民負担の徹底、2) スペアパーツ販売網の構築、3) 修理体制の構築、4) 修理工具の管理体制

の構築、5) 実施状況のモニタリングの 5 つの要素が、「O&M メカニズム」として定義された。 
3 NRWSSP は、1) 給水施設、2) 衛生、3) 政策開発、4) 能力育成、5）情報管理システム（IMS）、6) 地方給水施設

の運営維持管理（O&M）、7) 研究・開発、8) コミュニケーション・アドボカシーの 8 つのコンポーネントにより

構成されている。 
4 中央州ムンバ郡、チボンボ郡、カピリ･ムポシ郡、ムクシ郡、セレンジェ郡 
5 プロジェクト開始当時の NRWSSP 対象郡（64 郡）から、SOMAP1、SOMAP 2、SOMAP3 の成果 3 の対象郡の合計

10 郡を引いた数。 
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専門家派遣：10 名（60.27 人月：2011 年 10 月～2013 年 9 月） 

機材供与：約 7 百万円      現地業務費：7 千 4 百万円（2011 年 10 月～2013 年 9 月） 

 

ザンビア側： 

カウンターパート配置  施設提供：プロジェクトオフィス 

ローカルコスト負担：ワークショップ費、研修費、モニタリング費等の活動経費 

2. 評価調査団の概要 

調査者 ＜日本側＞ 

江尻 幸彦 団長 JICA 地球環境部 水資源・防災グループ 専任参事 

丸尾 祐治 技術分析 JICA 客員専門員（地下水管理／村落給水） 

柳川 優人 調査企画 JICA 地球環境部 水資源・防災グループ 水資源第二課 

鹿糠 説子 評価分析 有限会社アイエムジー 

＜ザンビア側＞ 

Paul Mboshya MLGH/DHID 上級コミュニティ開発担当 
 

調査期間：2014 年 1 月 20 日〜2014 年 2 月 7 日6
 評価種類：中間レビュー 

3. 評価結果の概要 

3-1. 実績の確認（成果の達成状況及びプロジェクト目標達成の見込み） 

(1) 成果の達成状況 

成果１（O&Mコンポーネントに関するMLGH/DHIDの能力強化）の達成状況 

指標の達成度、活動の実施状況、成果1の達成状況に関するJICA専門家とカウンターパートの認識等

を総合的に考慮すると、成果1の達成状況は適切であり、成果1がプロジェクト終了時までに達成され

る見込みは「高い」と判断される。 

中間レビューまでに、「NRWSSPの国家O&Mコンポーネントワークプラン（2012年～2015年）」の

策定やワークプランに基づくO&M活動実施状況のモニタリングを通じて、MLGH/DHIDの計画策定能

力や活動実施能力が強化された。加えて、地下水の水質（鉄分濃度と腐食性）と水位を考慮したハン

ドポンプの仕様選択方法がまとめられている「水質を考慮したハンドポンプの仕様標準化に係る提言

（2013年）」の策定、ハンドポンプ用スペアパーツ販売網の構築・管理に関する活動実施手順を示し

た「スペアパーツ販売網管理マニュアル（2012年）」の改訂、「地方給水施設のスペアパーツ販売網

管理のための調達ガイドライン（2012年）」の策定を通じて、SOMAP O&Mモデル全国普及のツール

となるマニュアル・ガイドライン各種が整備されている。 

その一方で、中間レビュー時点では、MLGHが構築を進めているNRWSSPのモニタリング・評価

（M&E）の枠組みやモニタリングツールである事業管理情報システム（MIS）7がまだ完成されていな

いことから、MLGH/DHIDは、PDCAサイクル（Plan［計画］、Do［実行］、Check［検証］、Act［改

善］）の一連の活動を繰り返し、O&Mコンポーネントに関する能力を継続的に改善するまでには至っ

ていない。成果1の達成には、プロジェクトの残りの期間で、SOMAP O&Mモデルの全国普及における

                                                 
6 日本側調査団メンバーのザンビア着発の日程 
7 本プロジェクト設計当初は、MLGH が管理する地方給水・衛生情報管理システム（Information Management System：

IMS）がモニタリングツールとして利用されることが想定されていたものの、IMS に技術的欠陥が見つかったため、

NRWSSP のモニタリング・評価（M&E）の枠組みの見直し、IMS に代わる事業管理情報システム（Management 

Information System：MIS）の構築が 2012 年 6 月より進められている。 
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活動進捗や予算執行に関するモニタリング（Check）を十分に行い、モニタリングの結果を踏まえて国

家O&Mワークプランを改善（Act）していく能力の強化が必要である。そのためには、NRWSSP M&E

枠組みとMISの早期導入が求められる。 

 

成果2（対象54郡におけるSOMAP O&Mモデルの実施）の達成状況 

中間レビュー時までに、全ての州により「州O&Mワークプラン」が策定されるとともに、郡O&Mア

クションプランの策定に関するオリエンテーションに参加した56郡中29郡により「郡O&Mアクション

プラン」が策定された。SOMAP O&Mモデルの全国普及は、NRWSSPのO&Mコンポーネントに組み込

まれていることから、ドナーの支援を受け、スペアパーツ販売店の運営開始、APMやV-WASHEの研修

等など、SOMAP O&Mモデル普及に係る活動が地方自治体により着実に実施されている。NRWSSPの

M&E枠組みとMISが未だ完成されていないため、SOMAP O&Mモデルの全国普及の進捗状況を正確に

把握することは難しいものの、活動の実施状況、NRWSSPに沿った他ドナーの同モデル普及状況、成

果2の達成状況に関するJICA専門家とカウンターパートの認識等を総合的に考慮すると、プロジェクト

終了時までに成果2が達成される見込みは「やや高い」と評価される 

本プロジェクトでは、州DHID事務所を通じて、郡自治体の能力強化を図っているものの、州DHID

事務所は、2011年に設立された新しい組織体制
8
であり、同事務所の地方給水・衛生担当官（以下、RWSS

担当官）のほとんどは、SOMAP O&Mモデル普及に係る知識や業務経験を有していなかった。このこ

とから、州DHID事務所が、郡O&Mアクションプランの内容を精査した上で、その内容に対して適切な

アドバイスを提供し、地方給水施設O&M活動をモニタリングしていけるようになるために、各州DHID

事務所のニーズに合った継続的な技術支援が必要である。加えて、成果2の達成には、NRWSSP の枠組

みの下に実施されている他ドナーやNGOの地方給水プログラムおよびプロジェクトとSOMAP O&M 

モデルとのアライメントの増進、持続性のあるスペアパーツ供給網の構築、NRWSSP M&E枠組みとMIS

の早期導入が必要である。 

 

成果3（ルアプラ州直接支援対象4郡におけるSOMAP O&Mモデルの実施）の達成状況 

成果2と同様、NRWSSPのM&E枠組みとMISが完成されていないため、対象4郡におけるSOMAP O&M

モデルの実施状況を正確に把握することは難しい。しかしながら、活動の実施状況、達成状況に関す

るJICA専門家とカウンターパートの認識、対象4郡での現地視察結果を総合的に考慮すると、中間レビ

ュー時までの成果3の達成状況は適切であり、成果3がプロジェクト終了時までに達成される見込みは

「高い」と判断される。 

本プロジェクトでは、中間レビュー時までに、対象4郡の地方自治体に対し、郡O&Mアクションプラ

ンの策定に係る研修を実施するとともに、スペアパーツ販売店の運営開始を支援した。また、地方給

水施設の維持管理に関するモニタリング報告様式各種や研修資料を作成し、郡議会議員、D-WASHEメ

ンバー、ADCメンバー、APM、伝統的指導者／コミュニティ代表者など多岐にわたる関係者への研修

を支援した。郡レベルのRWSS担当官の地方給水施設の維持管理を促進する一連の能力に改善の余地は

あるものの、対象4郡には、本プロジェクトが郡の活動プロセスを綿密にフォローし、郡のニーズに沿

った細やかで迅速な対応が可能であることから、プロジェクト終了時までには、SOMAP O&Mモデル

が成功裏に実施される見込みは高い。 

 

                                                 
8 Zambia Joint Annual Water Sector Review、2011年、p.14 
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(2) プロジェクト目標（地方給水施設の稼働率の改善）の達成見込み：やや高い 

NRWSSPのM&E枠組みとMISフレームワークが完成されていないため、上記の指標に基づいたプロ

ジェクト目標の達成度の評価を行うことはできないものの、3つの成果の達成度や活動の進捗状況を踏

まえると、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標が達成される見込みは、「やや高い」と判断

される。活動進捗状況、JICA専門家やカウンターパート等の認識から総合的に判断すると、成果1と成

果3が本プロジェクト終了時までに達成される見込みは高い。成果2についても、SOMAP O&Mモデル

はNRWSSPに組み込まれており、ドナーもそれに沿う形でプロジェクトを設計し、SOMAP O&Mモデ

ルも全国普及が行われている点を考慮すると、プロジェクト終了時までに成果2が達成される可能性が

ある。しかしながら、州・郡レベルの関係者のO&Mコンポーネントに係る一連の能力については、今

後更なる改善が必要であり、MISの完成の遅れは、全3成果の達成に大きな影響を与えている。 

 

3-2. 評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い 

本プロジェクトの妥当性は「高い」と評価される。ザンビアの地方部では、安全な水へのアクセス

率は60%（2012年時点）である。安全な水へのアクセスが不十分なことは、下痢の発症、コレラやその

他の水因性感染症への感染、長時間・長距離の水汲み作業による教育機会の損失の要因となっており、

その原因として、給水施設の維持管理の不十分さが挙げられている。地方給水施設の稼働率の改善に

よる安全な水へのアクセスの向上は、「ビジョン2030」（2006年）、「第六次国家開発計画（改訂案）

（2013年～2016年）」、「国家地方給水衛生プログラム（NRWSSP）（2006年～2015年）」等のザン

ビア開発政策との整合性が高い。また、本プロジェクトは、我が国の「対ザンビア共和国 国別援助方

針（2012年）」や2013年に開催された第5回アフリカ会議（TICAD V）の横浜行動宣言で表明された我

が国のアフリカの地方給水セクターへの援助方針とも合致している。加えて、本プロジェクトの活動

には、SOMAP O&Mモデルやマニュアルの継続的な精緻化、MLGH/DHIDによる国家O&Mコンポーネ

ントワークプランの策定などSOMAP 2の終了時評価で提言された取り組みが含まれており、ザンビア

地方給水分野のニーズに沿っていることから、プロジェクト目標を達成するアプローチは適切である

と言える。 

 

(2) 有効性：比較的高い 

本プロジェクトの有効性は「やや高い」と判断される。中間レビュー時における成果の達成度を総

合的に考慮すると、地方給水施設の稼働率の改善（プロジェクト目標）はプロジェクト終了時までに

ある程度達成できると判断される。また、各ドナーにより地方給水施設の建設が進められており、2008

年から2013年にかけて、9,500の井戸がザンビア全国で建設されたことを踏まえると、プロジェクト目

標達成に至るまでの外部条件は満たされる見込みである。一方で、MISが未構築であること、地方自治

体が各マニュアルに沿って郡O&Mアクションプランを策定する能力がまだ不十分であること、給水施

設修理用のスペアパーツの在庫補充におけるサプライヤーとの交渉の必要性など、プロジェクト目標

を達成するために解決しなれればならない課題も多い。 

 

(3) 効率性：中程度 

本プロジェクトでは、プロジェクト活動を実施するために必要な量と質の投入が、概ね適切に行わ

れた。本プロジェクトの活動は、大きな遅れもなく順調に実施されており、3つの成果達成に向けて着

実に進められている。SOMAP O&Mモデルの全国普及は、地方給水施設の運営維持管理を改善させる
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ザンビア政府の戦略としてNRWSSPに位置づけられていることにより、本プロジェクトはSOMAP 

O&Mモデルに対するザンビア側の強いオーナーシップをもって実施された。その一方で、本プロジェ

クト開始以来、中央レベルでは、プロジェクト・コーディネーターなど本プロジェクトにおける中心

的な役職の人材の入れ替わりが頻繁に生じており、州レベルでは、新設された州DHID事務所における

欠員が課題となっている。また、地方分権化の加速化により、NRWSSPの対象となる郡数が増えたも

のの、新規郡ではRWSS担当官がまだ配置されていない郡がある。加えて、州・郡レベルで新しく配置

されたRWSS担当官の地方給水衛生セクターにおける業務経験不足や予算配賦の遅れも本プロジェク

トの効率性に影響を与えている。 

 

(4) インパクト：時期尚早 

中間レビュー時点では、本プロジェクトのインパクトを判断するのは「時期尚早」である。MISが完

成されていないため、SOMAP O&Mモデルの実施状況とその成果を正確に把握することはできず、中

間レビュー時点では、「地方部住民の安全な水へのアクセス率の向上（上位目標）」に対する本プロ

ジェクトの効果は十分に評価することができない。その一方で、地方部の住民を対象とした安全な水

の使用に関する啓蒙活動は、NRWSSPの衛生コンポーネント及びO&Mコンポーネントの活動として実

施されており、今後の継続的な実施も期待されることから、上位目標の達成に至るまでの外部条件が

満たされる見込みは高い。 

 

(5) 持続性：中程度 

本プロジェクトの持続性は「中程度」と判断される。NRWSSPにおいて、SOMAP O&Mモデルの全

国普及は、深井戸の維持管理の改善に向けたザンビア政府の戦略として位置づけられており、今後、

政策の方向性が近い将来に変わる可能性は低い。組織面においては、MLGHにおける計画局の設立準備

や郡自治体におけるRWSS担当職員の雇用増加など、各行政レベルの組織構造を強化させるために様々

な取り組みも行われている。その一方で、NRWSSPのM&E枠組みとMISが未完成であることや、各レ

ベルにおける人員配置の課題が持続性に影響を及ぼしている。財政面においては、現在O&Mへの予算

はNRWSSPの資金から拠出されており、O&M予算は増加の傾向にある。また、MLGHはNRWSSPバス

ケットファンドの設立を進めており、NRWSSPの延長も検討している。技術面では、郡でのO&M実施

計画作成の支援、郡自治体の活動のモニタリングおよび適切な指導を行えるよう、州DHID事務所に対

して引き続き技術的支援を行う必要がある。また、NRWSSPのM&E枠組みおよびMISが完成した際に

は、各行政レベルのモニタリング能力強化が必要となる。 

 

3-3. 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること： 

 NRWSSP の妥当性：SOMAP O&M モデルの全国普及は、NRWSSP の O&M コンポーネントで地

方給水施設の維持管理を向上する戦略として位置づけられており、ドナーも含む全ての関係者

が NRWSSP の妥当性を高く評価している。 

(2) 実施プロセスに関すること 

 MLGH のコミットメント：SOMAP O&M モデルが、NRWSSP に組みこまれていることにより、

SOMAP はドナーによるイニシアティブではなく、ザンビア政府の地方給水施設の維持管理にお

ける戦略として認識され、本プロジェクトは MLGH の強いコミットメントとオーナーシップを

もって実施されている。 
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3-4. 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 MIS の未構築：MLGH が管理する地方給水・衛生の情報管理システム（IMS）がモニタリング

ツールとして利用されることが想定されていたものの、IMS に技術的欠陥が見つかったため、

NRWSSP の M&E の枠組みの見直し、IMS に代わる事業管理情報システム（MIS）の構築が行

われることになった。しかしながら、中間レビュー時点では、MIS の構築はまだ完了していな

い。 

(2) 実施プロセスに関すること 

 人員体制の課題（離職・異動率の高さ、欠員の多さ、業務経験・ノウハウ不足等）：中央レベル

では、プロジェクト・コーディネーターなど本プロジェクトにおける中心的な役職の人材の入

れ替わりが頻繁に生じており、州レベルでは、新設された州 DHID 事務所で欠員が多いことが、

円滑なプロジェクト実施に影響した。加えて、プロジェクト開始以降、郡数が増えたものの、

新規郡では RWSS 担当官がまだ配置されていない郡がある。州・郡レベルで新しく配置された

RWSS 担当官の地方給水施設の O&M に係る知識及び業務経験不足も円滑な業務実施を阻害す

る要因となっている。 

 予算配賦の遅れ：郡自治体への予算配賦の遅れがあり、一部のプロジェクト活動実施が多少遅

れた。 

 

3-5. 結論 

本プロジェクトは、ザンビア政府のSOMAP O&Mモデルに対する強いオーナーシップにより、大き

な遅れもなく、地方給水施設の稼働率向上（プロジェクト目標）に向けて、概ね順調に進められてい

る。その一方で、プロジェクト目標が達成されるには、MISの構築、州・郡レベルの関係者に対する継

続的な技術移転、持続性のあるスペアパーツ調達システムの構築など、プロジェクト終了時までに取

り組んでいくべき課題も多くある。 

 

3-6. 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

上記の分析を踏まえ、本調査団は、円滑なプロジェクト運営、プロジェクト目標や上位目標の達成、

持続性の確保に向けて、以下をザンビア政府及びプロジェクト（JICA専門家・カウンターパート）に

提言する。 

(1) ザンビア政府（MLGH 及び郡自治体）に対する提言 

 MIS の構築：MIS の構築は、本プロジェクトの成果、プロジェクト目標、上位目標の達成のみ

ならず、MLGH の運営全般にとって肝要となるため、早期に確立が求められる。MLGH が積極

的に本プロジェクトを含む関連ドナーを MIS 開発プロセスに巻き込み、適切な指標の設定、情

報収集方法・頻度を確定していくことを提言する。 

 人員体制の改善：効果的及び効率的に技術支援が行われるために、州 DHID 事務所の欠員を補

充し、カウンターパートの異動をできる限り減らすなど、適切な人員体制の構築を行うことを

提言する。 

 予算執行の改善：予算執行状況の改善向けて、「NRWSSP 資金に係るガイドラインと手順」の改

訂作業が進められている。本調査団は、MLGH が改定作業にかかる情報を本プロジェクトや関

連ドナーと十分に共有し、本プロジェクトや関連ドナーの支援のもと、予算計画策定から審査、
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執行までの予算に係る一連の作業工程を明確化し、その内容を「NRWSSP 資金に係るガイドラ

インと手順」に反映することを提言する。 

 SOMAP O&M モデルへのアラインメントの増進：地方給水施設に係る活動が十分に SOMAP 

O&M モデルに沿って行われない場合は、給水施設の維持管理に対する住民の責任意識の不足や

欠如により引き起こされるモラルハザードなど現場で混乱が起こる恐れがあることから、本調

査団は、中央・州・郡レベルの RWSS 担当官が、SOMAP O&M ガイドラインやマニュアルを正

確に理解し、地方給水施設に係る活動が SOMAP O&M モデルに沿って展開されるように、NGO

やドナーを含む関係者に SOMAP O&M モデルへのアライメントの増進を働きかけることを提

言する。 

 NRWSSP の延長：NRWSSP で掲げられているビジョンや目標を達成するために、本調査団は、

2015 年に終了する予定である NRWSSP の延長を提言する。 

(2) プロジェクト（JICA 専門家やカウンターパート）に対する提言 

 州 DHID 事務所への継続的な能力強化支援：州 DHID 事務所が郡 O&M アクションプランの精

査や郡自治体への技術指導等を適切に実施しているかを確認するために、JICA 専門家や

MLGH/DHID のカウンターパートが、州 DHID 事務所へ定期的にモニタリング訪問することを

提言する。 

 持続性のあるスペアパーツ供給網の構築：JICA 専門家や MLGH/DHID のカウンターパートが、

州 DHID 事務所へスペアパーツ販売店設立のフォローアップを定期的に実施し、「スペアパーツ

販売網管理マニュアル」のスペアパーツの価格設定の部分を見直すことを提言する。加えて、

スペアパーツの在庫補給が円滑に行われ、持続性のあるスペアパーツ供給網が構築されるよう

に、MLGH/DHID とサプライヤー間、あるいは州 DHID 事務所とサプライヤー間で、スペアパ

ーツ調達契約が締結されることを提言する。 

 井戸台帳及び井戸ロケーション・マップの策定：井戸台帳や井戸ロケーション・マップは、郡

自治体が、井戸の位置や数に対する APM の配置状況や V-WASHE の設立状況などを確認し、

APM や V-WASHE への研修計画を立てたり、修理用ツールキットを更に効率的に管理をしたり

するのに必要なツールである。ルアプラ州の JICA 直接支援対象 4 郡において、JICA 専門家が

郡レベルのカウンターパートとの協働のもと、他の郡への見本となるような井戸台帳や井戸ロ

ケーション・マップを作成することを提言する。また、他の郡においても台帳やロケーション・

マップの策定が行われるように、JICA 専門家が MLGH に技術支援を行うことを提言する。 

 PDM の改訂：本プロジェクト開始以降、州 DHID 事務所の設立、NRWSSP 対象郡の増加、モニ

タリングシステムの IMS から MIS への移行など、プロジェクトを取り巻く外部環境に変化があ

った。現行の PDM には、これらの外部環境の変化が反映されていないため、本調査団は PDM

改訂を提言する。 

 

3-7. 教訓 

 中間レビュー時点での教訓は特になし。 
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第1章 評価調査の概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

ザンビア共和国の地方部での安全な水へのアクセス率は、本プロジェクトの実施開始時の 2011 年

時点において約 50%
9であり、地方給水セクターの改善は依然として重要な開発課題である。我が国

は、1980 年代から 2010 年までに約 1,200 基のハンドポンプ付深井戸給水施設の建設を無償資金協力

により支援し、安全な水へのアクセス率の向上に貢献してきた。しかしながら、ハンドポンプ付深井

戸に代表される地方給水施設の運営・維持管理体制は脆弱であり、持続的な施設利用のためには運

営・維持管理体制の構築と強化が必要10であるとされている。 

このような背景のもと、ザンビア政府の要請の下、我が国は、南部州モンゼ（Monze）郡及び中央

州ムンバ（Mumbwa）郡をパイロット郡として、地方給水施設の運営・維持管理体制の構築とその強

化を目標とした「地方給水維持管理強化プロジェクト（SOMAP 1）」（2005 年～2007 年）の実施を支

援した。SOMAP 1 では、給水施設の運営・維持管理における各ステークホルダーの役割の明確化や

啓発活動、能力強化等の活動を組み合わせた「SOMAP O&M モデル11」が確立され、「国家運営・維

持管理ガイドライン（SOMAP O&M ガイドライン）」が策定された。SOMAP 1 の実施により、パイ

ロット郡では、給水施設の故障期間が大きく短縮されるなどの成果が上がったことから、SOMAP 

O&M ガイドラインは、「国家地方給水衛生プログラム（National Rural Water Supply and Sanitation 

Programme：NRWSSP）」の 8 つの柱12の一つである地方給水施設の運営・維持管理コンポーネント

（O&M コンポーネント）のガイドラインとして採用された。 

NRWSSP 実施にあたり、ザンビア政府は、SOMAP O&M モデルの精緻化と、他ドナーが支援する

中央州以外の他州への同モデル普及を目的とする技術協力プロジェクトの実施を要請した。この要請

に基づき、「地方給水維持管理強化プロジェクトフェーズ 2（SOMAP 2）」（2007 年～2010 年）では、

マニュアルの整備等を通じたモデルの精緻化、中央州 4 郡（チボンボ［Chibombo］郡、カピリ･ムポ

シ［Kapiri Mposhi］郡、ムクシ［Mkushi］郡、セレンジェ郡［Serenje］）におけるモデルの普及、UNICEF

と AfDB 等のドナーが地方給水事業を実施している郡への維持管理の基本原則の普及が行われた。そ

の結果、SOMAP 2 の終了時評価では、中央州 5 郡13で、給水施設の稼働率が 80%を超えるなどの成

果が確認された。 

                                                 
9 2011 年のサブサハラアフリカ諸国における地方部の安全な水への平均アクセス率は 60.2％である。 

出所：World Bank, ＜http://databank.worldbank.org/data/home.aspx＞ 
10 2004 年に実施された「地方給水施設総合フォローアップ調査」では、調査対象の給水施設 649 基の全体の稼働率は、

81％であったものの、ポンプ本体の更新率が 4％及び 16％と低いコッパーベルト州及びルサカ州では、稼働率がそ

れぞれ 69％、71％と低いことが確認された。残りの調査対象州である南部州と中央州の給水施設稼働率は 90％、

82％であり、ポンプ本体の更新率は 56％、24％であった。 
11 SOMAP O&M モデルは、給水施設の O&M を強化するための一連の活動を指す。SOMAP1 と SOMAP 2 を通じて、

1) 維持管理コストの住民負担の徹底、2) スペアパーツ販売網の構築、3) 修理体制の構築、4) 修理工具の管理体制

の構築、5） 実施状況のモニタリングの 5 つの要素が、「O&M メカニズム」として定義された。 
12 NRWSSP は、1) 給水施設、2) 衛生、3) 政策開発、4) 能力育成、5) 情報管理システム（IMS）、6) 地方給水施設

の運営維持管理（O&M）、7) 研究・開発、8) コミュニケーション・アドボカシーの 8 つのコンポーネントにより

構成されている。 
13 中央州ムンバ郡、チボンボ郡、カピリ･ムポシ郡、ムクシ郡、セレンジェ郡 
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SOMAP 1及びSOMAP 2の実施を通じて SOMAP O&M モデル導入が地方部の給水事情にもたらす

効果が明らかになったため、SOMAP O&M モデルの全国普及による地方給水施設の稼働率の更なる

改善を目的とした「地方給水維持管理コンポーネント支援プロジェクト（SOMAP 3）」がザンビア政

府により要請されることとなった。これを受けて、我が国は 2010 年 12 月及び 2011 年 2 月に詳細計

画策定調査団を派遣し、プロジェクトの概要に関する合意を形成し、2011 年 6 月に、地方自治住宅

省と JICA ザンビア事務所との間で本プロジェクトの実施に合意する討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）が締結された。このような背景のもと、本プロジェクトは 2011 年 10 月から開始

され、2016 年 2 月までの 4 年間半の予定で実施されている。 

今般、当該プロジェクトが協力期間の中間地点を迎えるにあたり、2011 年 6 月に締結された討議

議事録（Record of Discussions：R/D）に基づいて、日本側とザンビア側のメンバーによって構成され

る合同評価調査団により中間レビューを実施することとした。本調査では、プロジェクトの投入、活

動、成果を確認し、プロジェクト目標と上位目標の達成見込みを分析するとともに、評価 5 項目（妥

当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点からプロジェクトの進捗と達成状況を分析した。

その上で、今後の円滑なプロジェクト運営および確実なプロジェクト目標の達成に向けて、取るべき

措置について協議し、その結果を合同中間レビュー報告書に取りまとめ、関係者間で合意することを

目的とした。 

1-2 調査団の構成と調査日程 

（1） 調査団の構成 

調査団のメンバーは以下のとおりである。 

 1） 日本側 

名前 担当 所属先/役職 

江尻 幸彦 団長 JICA 地球環境部 水資源・防災グループ 専任参事 

丸尾 祐治 技術分析 JICA 客員専門員（地下水管理／村落給水） 

柳川 優人 調査企画 JICA 地球環境部 水資源・防災グループ 水資源第二課 

鹿糠 説子 評価分析 有限会社アイエムジー 

 

 2） ザンビア側 

名前 所属先/役職 

Paul Mboshya 地方自治住宅省 住宅・インフラ開発局 上級コミュニティ開発担当 

 

（2） 調査日程 

本中間レビューは 2014 年 1 月 20 日（月）から 2014 年 2 月 7（金）14の日程で実施された（評

価調査日程の詳細は「付属資料 3. 協議議事録 Annex 1」を参照）。 

1-3 プロジェクトの概要（中間レビュー時点） 

（1） プロジェクトの概要 

2012 年 6 月に合意されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

                                                 
14 日本側調査団メンバーのザンビア着発の日程 
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（第 1.2 版）の内容に基づくプロジェクトの概要は以下の通りである。 

表 1-1 プロジェクト概要表 

プロジェクト名： ザンビア国地方給水維持管理コンポーネント支援プロジェクト 

（英語名） Project for Support in National Roll – out of Sustainable Operation and Maintenance Programme 

（SOMAP 3） 

対象地域： NRWSSP 対象全郡（SOMAP 1 と SOMAP 2 の対象郡を除く） 

協力期間： 2011 年 9 月～2016 年 2 月（4.5 年間） 

ターゲットグループ： 地方自治住宅省住宅・インフラ開発局（以下、MLGH/DHID）が実施する NRWSSP、実

施支援チーム（PST）、地方自治体（DLA） 

上位目標：安全かつ使いやすい水を使用する地方部住民の割合が増加する。 

指標：安全な水を使用する地方部住民の都合が 75％となる。 

プロジェクト目標：地方給水施設の稼働率が改善する。 

指標： 1. 対象 64 郡15における地方給水施設の 80％が稼動している。 

2. 地方給水施設のダウンタイムが、施設上部コンポーネントの故障によるものであれば、14 日以内に

下がる。 

3. 地方給水施設のダウンタイムが、施設下部コンポーネントの故障によるものであれば、30 日以内に

下がる。 

成果１：  運営・維持管理（O&M）コンポーネントに関する MLDH/DHID の能力が強化される。 

指標： 1-1. O&M ワークプランが国家ガイドラインに沿って策定されるかどうか 

1-2. O&M ワークプランが計画どおりに実施・モニタリングされるかどうか 

1-3. SOMAP O&M モデルのベンチマークが策定されるかどうか 

1-4. 水質に応じたハンドポンプの標準化に対する見解・提言が得られるかどうか 

1-5. プロジェクトのベースライン設定および目標値が設定できるかどうか 

1-6. スペアパーツ販売網管理マニュアル（SCM マニュアル）の第 2 版が完成するかどうか 

1-7. スペアパーツの品質を確保するための調達ガイドラインが完成するかどうか 

1-8. 国家 O&M ガイドラインおよびマニュアルの第 2 版が完成するかどうか 

活動： 1-1. 既に SOMAP 及び SOMAP 2 が実施されている 6 郡の現状をモニターし、「SOMAP O&M モデル」

改善のための教訓を得る。 

1-2. SOMAP O&M モデルが実施されている郡におけるハンドポンプ・スペアパーツ販売実績を分析し、

スペアパーツ販売網管理マニュアルを改訂する。 

1-3. SOMAP O&M モデルの国内展開スケジュールを記した O&M ワークプランを策定する。 

1-4. SOMAP O&M モデルを構築する際にその進捗レベルを測定する指標及びその工程を明確化する。 

1-5. O&M コンポーネントに関する MLGH、PST、郡村落給水・衛生（RWSS）ユニット間の実施枠組

みを策定し、そのとおり遂行する。 

1-6. O&M コンポーネント及び SOMAP O&M モデルの実施プロセスに関して、PST に指導を行う。 

1-7. ルアプラ州における既存井戸の地下水の水質（鉄分）問題及び水質の調査・分析を行い、適切な地

方給水施設仕様の基準作りに対する提言を行う。 

1-8. O&M コンポーネントのモニタリングを行うためのベースライン及び目標値を設定する。 

1-9. スペアパーツの品質を確保するための調達ガイドラインを策定する。 

1-10. 国家 O&M ガイドラインを改訂する。 

1-11. O&M 実施マニュアルを改訂し、国家地方給水・衛生計画実施マニュアルに統合する。 

                                                 
15 プロジェクト開始当時の NRWSSP 対象郡数 
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成果 2： 対象 54 郡16において、州の実施支援チームの下で SOMAP O&M モデルが実施される。 

指標： 2-1. ハンドポンプの維持管理費を積み立てているコミュニティ数 

2-2. スペアパーツの販売実績 

2-3. APM により修理が完了した施設の数 

2-4. モニタリングの頻度および内容 

2-5. 郡の O&M 計画が国家ガイドラインに沿って策定されているか 

活動： 2-1. O&M コンポーネント計画策定を支援する。 

2-2. SOMAP O&M モデルの O&M メカニズムの構築を支援する。 

2-3. ハンドポンプ・スペアパーツ販売網管理体制のモニタリング及び販売実績の分析を支援する。 

2-4. O&M メカニズムのモニタリング体制構築を支援する。 

2-5. ハンドポンプの修理・維持管理に関する地域開発委員会（ADC）に対するトレーニングを、郡及

びコミュニティ間のピア・ラーニング（学習者同士による学習方法）を通じて支援する。 

2-6. その他、必要な技術的助言を行う。 

成果 3： ルアプラ州 4 郡（マンサ、ミレンゲ、ムウェンセ、ンチェレンゲ）において、州の実施支援チームと共に

郡を直接支援することで SOMAP O&M モデルが実施される。 

指標： 3-1 ハンドポンプの維持管理費を積み立てているコミュニティ数 

3-2 スペアパーツの販売実績 

3-3 APM により修理が完了した施設の数 

3-4 モニタリングの頻度および内容 

3-5 郡の O&M 計画が国家ガイドラインに沿って策定されているか 

活動： 3-1 国家地方給水・衛生計画と SOMAP O&M モデルについて、郡関係者に対するオリエンテーション

を行う。 

3-2 郡の O&M アクションプラン（ログ・フレーム、スケジュール、予算計画）を策定する。 

3-3 ハンドポンプ・スペアパーツ販売網立ち上げのためのスペアパーツの初期在庫の調達を支援する。 

3-4 郡における O&M の役害・責任について、関係者の啓発・オリエンテーションを行う。 

3-5 国家地方給水・衛生計画及び SOMAP O&M モデルについて、コミュニティ関係者（村落給水・衛

生・保健教育［V-WASHE］委員会メンバー、伝統的指導者を含む）に対するオリエンテーション

を行う。 

3-6 維持管理用の修理工具管理に関するオリエンテーション及びトレーニングを行う。 

3-7 ハンドポンプ・スペアパーツ販売網管理にかかわるスタッフのトレーニング（販売、在庫管理、会

計管理）を行う。 

3-8 ハンドポンプ修理工に対するトレーニングを行う。 

3-9 活動報告書及び財務報告書の作成支援を行う。 

3-10 ハンドポンプの修理・維持管理に関する ADC に対するトレーニングを、郡及びコミュニティ間の

ピア・ラーニングを通じて、支援する。 

3-11 地方給水・衛生情報管理システムの構築を通じて、郡に対しベースラインデータ収集に係る技術的

助言を行う。 

3-12 活動 3-9 において提出された報告書をもとに、O&M の進捗をモニターする。 

 

（2） 本プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトでは、地方自治住宅省（MLGH）住宅・インフラ開発局（DHID）の局長がプロ

ジェクト・ディレクター、MLGH/DHID の副局長（給水・衛生担当）がプロジェクト・マネージ

                                                 
16 プロジェクト開始当時の NRWSSP 対象郡（64 郡）から、SOMAP1、SOMAP 2、SOMAP3 の成果 3 の対象郡の合計

10 郡を引いた数。 
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ャーを務めている（MLGH/DHID の組織図は、付属資料 1 を参照）。地方給水施設の持続的な運営・

維持管理を推進するには、郡の地方自治体が主体となり、地域開発委員会（ADC）やハンドポン

プ修理工の育成・動員を行っていくことが不可欠であることから、NRWSSP の O&M コンポーネ

ントの体制は図 1-1のように中央政府からコミュニティーレベルにおいて多岐に渡る関係組織に

より構成される包括的なものとなっている。 

ADC
17は、2006 年ごろから各郡の区（ward）レベルで設立されてきた組織で、地域コミュニテ

ィにより開発計画の策定・実施支援並びに地方自治体とコミュニティとの調整を行う役割を担っ

ている18。ADC の組織構成は、主に伝統的な地域リーダー、地方行政関係者、APM、衛生普及員、

農業省並びにコミュニティ開発省の地域スタッフである。APM は各郡の地方自治体が主体となり、

地域コミュニティから選出された左官工や自転車などの修理工にハンドポンプ修繕・修理技術の

移転を行い、コミュニティが対処できないポンプ修理を有償で提供する。村落給水・衛生・保健

教育委員会（V-WASHE）は、村落レベルで形成される住民組織で、地方給水施設の所有者として、

施設の運用、日常操縦、ならびに維持管理に責任を負う役割を担っている。 

                                                 
17 ザンビア政府は 2014 年より、ADC を区開発委員会（Ward Development Committee）として再編する方針を立てて

いる。 
18 ザンビア国地方給水維持管理コンポーネント支援プロジェクト 詳細計画策定調査報告書」2011 年 3 月 
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*1: 郡自治体の RWSS 担当官は、郡に依り計画部長または公共事業部長の下に配置されている。 

 

出所：プロジェクト資料 

図 1-1 プロジェクト実施体制図 
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第2章 評価の方法 

2-1 評価の枠組み 

本中間レビューでは、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年）を指針として、以下の手

順にて評価を実施した。 

(1) プロジェクトの実績、実施プロセス、評価 5 項目に関する詳細な評価設問と必要な情報・データ、

情報源、情報収集手段等を記述した評価グリッドを作成する。 

(2) PDM（第 1.2 版）に基づいて、プロジェクトの実績を確認する（PDM は「付属資料 3. 協議議事

録 Annex 3」又は「表 1-1 プロジェクト概要表（PDM 第 1.2 版 ）」を参照）。 

(3) 実施プロセスを検証し、プロジェクトの活動実施及び成果産出に貢献した要因または阻害した要

因を分析する。 

(4) 評価 5 項目（妥当性、効率性、有効性、インパクト、持続性）の観点から、現状・実績に基づき、

包括的に評価を実施する。 

(5) 評価結果に基づき、2016 年 2 月のプロジェクト終了を見据え、円滑なプロジェクト運営及びプ

ロジェクト目標の確実な達成に向けて取り組むべき事項を整理する。 

(6) ザンビア政府との協議を踏まえ、プロジェクトの今後の方向性にかかる提言の策定、類似案件へ

の教訓の抽出を行う。 

(7) 評価・協議結果を評価報告書として取りまとめる。 

 

2-2 評価 5 項目 

本中間レビューでは、評価の基準として以下の評価 5 項目を用い、評価を実施した。 

表 2-1 評価 5 項目 

妥当性 プロジェクト目標や上位目標がザンビア政府の開発政策や我が国の援助政策と整

合性がとれているか、ターゲットグループのニーズと合致しているか等、プロジェ

クトの正当性・必要性を検証・評価する。 

有効性 プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに計画どおり達成されるか、また、プ

ロジェクト目標の達成が成果の達成によって引き起こされたのかを検証・評価す

る。 

効率性 プロジェクトが効果的に投入資源を活用したかという観点から、投入実績と成果産

出の状況を踏まえて、投入（インプット）がどのように効率的に成果に転換された

かを検証・評価する。 

インパクト プロジェクト終了後 3 年から 5 年の間に上位目標が達成される見込み及び、プロジ

ェクト実施によりもたらされる長期的・間接的な効果や波及効果の有無を検証・評

価する。 

持続性 政策・制度面、組織面、財務面、技術面から、プロジェクト終了後、プロジェクト

で発現した効果がどのように定着・持続していくかについて検証・評価する。 
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2-3 中間レビューのポイント 

本調査では、現状・実績に基づき、期待されていたプロジェクト効果の発現に影響する貢献・阻害

要因を重点的に検証する。加えて、実施プロセスを検証し、円滑なプロジェクト実施に向けた改善点

を検討する。 

表 2-2 中間レビューのポイント 

項目 評価の視点例 

実績の検証 - 投入は計画どおりか？（計画値との比較） 

- 成果は計画どおり産出されているか？（目標値との比較） 

- プロジェクト目標の達成の見込みはあるか？（目標値との比較） 

実施プロセス

の検証 

- 活動は計画どおりに実施されているか？ 

- 実施機関やカウンターパートのプロジェクトに対する認識は高いか？ 

- 技術移転の方法に問題はないか？ 

- プロジェクトのマネジメント体制（モニタリングの仕組み、意思決定過程、 

プロジェクト内のコミュニケーションの仕組み等）に問題はないか？ 

- プロジェクトの実施過程で生じている問題はあるか？その原因は何か？ 

<評価 5 項目＞ 

妥当性 - （必要性）対象地域・社会のニーズに合致しているか？ ターゲットグループのニーズ

に合致しているか？ 

- （優先度）ザンビア政府の開発政策との整合性はあるか？日本の援助政策・JICA の援

助実施方針との整合性はあるか？ 

- （手段としての適切性）プロジェクトはザンビア政府の地方給水の開発課題に対する効

果をあげる戦略として適切か？ 

- （その他）事前評価以降、プロジェクトを取り巻く環境（政策、経済、社会等）の変化

はないか？ 

有効性 - （プロジェクト目標の達成予測）投入・成果の実績、活動の状況に照らし合わせて、プ

ロジェクト目標の達成の見込みはあるか？ プロジェクト目標の達成を阻害する要因は

あるか？ 

- （因果関係）成果は、プロジェクト目標を達成するために十分か？成果からプロジェク

ト目標に至るまでの外部条件は、現時点においても正しいか？外部条件が満たされる可

能性は高いか？ 

効率性 - （成果の達成度）成果の達成度は適切か？ 

- （実績と目標値との比較）成果達成を阻害した要因はあるか？ 

- （因果関係）成果を産出するために十分な活動であったか？成果を産出するために十分

な投入であったか？ 

- （投入の実施状況）計画に沿って活動を行うために、過不足ない量・質の投入がタイミ

ング良く実施されたか？実施されているか？ 

インパクト - （上位目標の達成予測）投入・成果の実績、活動の状況に照らし合わせて、上位目標は、

プロジェクトの効果として発現が見込まれるか？上位目標を達成するための方策が考

えられているか？ 

- （因果関係）上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか？ 

- （波及効果）上位目標以外の効果・影響が想定されるか？ 

持続性 - 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがあるか。 

- （政策・制度面）政策支援は協力終了後も継続するか？ 

- （組織・財務面）協力終了後も、効果をあげていくための活動を実施するに足る組織能

力はあるか？（人材配置、意思決定プロセス、等）将来プロジェクトの成果を持続させ

ていくための予算確保の対策は十分か？ 

- （技術面）資機材の維持管理は適切に行われているか？中核となる人材は質量ともに十

分に育成され、給水施設の維持管理活動の継続的な実施が期待できるか？また、技術の

定着・発展が期待できるか？ 
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2-4 情報収集手段 

（1） 情報収集手段 

本中間レビューでは、既存資料レビュー、質問票調査・インタビュー調査、現地視察により、

情報・データを収集した。 

 1） プロジェクト関連資料レビュー 

a) 本プロジェクトに関する報告書 

 詳細計画策定調査報告書（2011 年、和文） 

b) プロジェクト作成資料 

 プロジェクト業務進捗報告書（第 1 次：2012 年 2 月、第 2 次：2013 年 4 月、和文及び英

文） 

 プロジェクト業務完了報告書（第 1 次：2012 年 8 月、第 2 次：2013 年 8 月、和文及び英

文） 

 地方給水衛生セクター O&M コンポーネント スペアパーツ販売網管理マニュアル

（RWSS O&M Component Supply Chain Management Manual）（2012 年 4 月、英文）（第 2 版） 

 水質を考慮したハンドポンプの仕様標準化に係る提言（Proposal on Standardisation of Hand 

Pump Specifications in Consideration of Water Quality）（2013 年 7 月、英文） 

 国家地方給水・衛生プログラム 国家 O&M コンポーネントワークプラン（2012 年～2015

年）（National OM Component Work Plan under NRWSSP 2012-2015）（英文） 

 ADC に対するオリエンテーション資料 

 給水施設管理人対象の研修資料（Training of Caretakers）（2013 年、英文） 

 V-WASHE 出納係担当の研修資料（Training of V-WASHE Treasurers in Financial 

Management for Operation & Maintenace of Hand Pump）（2013 年、英文） 

 ハンドポンプ修理工の研修資料等 

 ハンドポンプ修理工の研修マニュアル：Afridev ハンドポンプ編 

（APM Training manual for Afridev Hand Pump）（2013 年、英文） 

 ハンドポンプ修理工の研修マニュアル：India Mark II ハンドポンプ編 

（APM Training manual for India Mark II Hand Pump）（2013 年、英文） 

 除鉄装置の維持管理マニュアル 

（Operation and Maintenance Manual for Iron Removal Plant）（2013 年、英文）、等 

c) ザンビア政府の開発政策文書 

 ビジョン 2030（Vision 2030）（2006 年、英文） 

 第六次国家開発計画（改訂案）（2013 年～2016 年）（Draft Revised Sixth National Development 

Plan 2016-2016）（2013 年、英文） 

 国家地方給水・衛生プログラム（National Rural Water Supply and Sanitation Program）（2007

年、英文）、等 

d) 日本政府の対ザンビア援助政策文書 



 

2-4 

 対ザンビア共和国 国別援助方針（Country Assistance Policy for the Republic of Zambia）

（2012 年、和文及び英文） 

 TICAD V 横浜行動計画 2013-2017（2013 年、和文及び英文） 

e) その他関連資料 

 国家地方給水・衛生プログラム中間レビュー報告書（NRWSSP Mid-term Report）（2012 年） 

 2014 年度国家予算演説（2014 Budget Address by Honorable Alexander B. Chikwanda,  MP 

Minister of Finance, Delivered to the National Assembly on Friday 11th October 2013）（2013 年、

英文） 

 SOMAP 2 に関する報告書 

 事前調査報告書（2007 年、和文） 

 終了時評価調査報告書（2010 年、和文）等 
 

 2） 質問票調査・インタビュー調査 

評価グリッドに基づき、専門家及びカウンターパートに対して質問票を作成・配布した。質問

票への回答結果及び上記 1）のプロジェクト関連資料を基礎情報として個別インタビュー調査を

行うとともに、SOMAP の実施支援をしているドナーや APM、ADC メンバー等を対象にインタビ

ュー調査を行い、追加情報の収集と分析を行った（面談者リストは「付属資料 3 協議議事録 Annex 

2」を参照）。 

 3） 現地視察 

成果 3 の対象郡であるルアプラ州のマンサ郡、ムウェンセ郡、ンチェレンゲ郡に加え、SOMAP 

2 の対象郡であった中央州のカピリ・ンポシ（Kapiri Mposhi）郡を訪問し、スペアパーツ販売店

の運営状況や住民啓蒙活動等のプロジェクト活動の進捗状況を確認した。具体的な訪問先は以下

の通りである。 

 ルアプラ州マンサ郡：ンパンバ（Mpamba）村、スペアパーツ販売店 

（ンパンバ村では、ドラマグループによる住民啓蒙活動を観察した。） 

 ルアプラ州ムウェンセ郡：カパラ（Kapala）村 

（カパラ村では、ADC メンバー、APM、V-WASHE メンバーにインタビューを行った。） 

 ルアプラ州ンチェレンゲ郡：チトンゴ（Chitongo）村の修理工具センター、カリバ（Kariba）

村、スペアパーツ販売店 

（チトンゴ村では、保管されている工具を確認した後、APM にインタビューを行い、カ

リバ村では、V-WASHE メンバーにインタビューを行った。） 

 中央州カピリ・ンポシ郡：スペアパーツ販売店 
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第3章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

3-1 投入の実績 

（1） 日本側の投入 

 1） 専門家の派遣 

プロジェクト開始から中間レビュー時までに、プロジェクト実施に必要な専門分野（総括、地

方給水運営時管理、維持管理能力強化、サプライ・チェーン・マネジメント、地方給水／水質、

指標管理・モニタリング／広報）において、日本人の専門家 10 名が派遣された（「付属資料 3. 協

議議事録 Annex 5. JICA 専門家派遣実績」を参照）。 

表 3-1 JICA 専門家の派遣 

専門分野 

人月 

第 1・2 年次 

（2011 年 10 月～2013 年 9 月） 

第 3・4 年次 

（2013 年 10 月～2016 年 2 月） 

実績 計画 

総括／地方給水運営時管理 12.50 17.50 

維持管理能力強化 28.50 18.00 

サプライ・チェーン・マネジメント 4.00 0.00 

地方給水／水質 6.00 0.00 

地方給水施設運営維持管理 1.77 4.00 

指標管理・モニタリング／広報 7.50 5.00 

合計 60.27 44.50 

出所：SOMAP 3 プロジェクト 

 

 2） 資機材の供与 

プロジェクト実施に必要なオフィス機器（プリンター、コンピューター、コピー機）が

MLGH/DHID 及びルアプラ州 DHID 事務所に供与された。加えて、合計 12 個の GPS 機器とスペ

アパーツ販売店の初期在庫が、成果 3 の対象郡であるルアプラ州直接支援対象 4 郡（マンサ郡、

ミレンゲ郡、ムウェンセ郡、ンチェレンゲ郡）に供与された。中間レビュー時までに調達された

資機材の合計額は、約 69,000 ドルである（「付属資料 3. 協議議事録 Annex 6. 調達機材リスト」

を参照）。 

 3） プロジェクト現地経費の支出 

プロジェクト開始から 2013 年 9 月末までに、約 7,407 万円のプロジェクト現地経費（現地コン

サルタント雇用費を含む）が支出された。プロジェクト現地経費には、現地コンサルタント雇用

費、車輌借上費、車輛関連費、旅費・交通費、消耗品費、供与機材購入費等が含まれている。 

第 1 年次と第 2 年次のプロジェクト現地経費の実績と第 3 年次の支出予定額の合計は、約 1 億

1,826 万円である。 
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表 3-2 プロジェクト現地経費（日本側負担） 

第 1 年次（実績） 

（2011 年 10 月～ 

2012 年 9 月） 

第 2 年次（実績） 

（2012 年 10 月～ 

2013 年 9 月） 

第 3 年次（計画） 

（2013 年 10 月～ 

2014 年 9 月） 

合計 

39,326,000 円 34,744,000 円 44,193,000 円 118,263,000 円 

出所：SOMAP 3 プロジェクト  

 

（2） ザンビア国側の投入 

 1） カウンターパートの配置 

本プロジェクトの実施にあたり、地方自治住宅省（MLGH） 住宅インフラ開発局（DHID）、各

州 DHID 事務所、中央州ムンブワ郡の自治体、ルアプラ州の 4 郡（マンサ郡、ミレンゲ郡、ムウ

ェンセ郡、ンチェレンゲ郡）の自治体職員がカウンターパートとして配置された（「付属資料 3. 協

議議事録 Annex 7. SOMAP 実施体制図」と「Annex 8 カウンターパートの配置実績」を参照」。 

表 3-3 カウンターパートの配置 

本プロジェクトにおける役割 組織名/役職 

プロジェクト・ディレクター MLGH/DHID 局長 

プロジェクト・マネージャー MLGH/DHID 副局長（給水・衛生担当） 

プロジェクト・コーディネーター 
MLGH/DHID 上級エンジニア 

（地方給水施設 O&M 担当） 

成果 1 担当のカウンターパート 
- MLGH/DHID 職員 

- 中央州ムンブワ（Mumbwa）郡自治体職員 

成果 2 担当のカウンターパート 
- MLGH/DHID 職員 

- 州 DHID 事務所職員 

成果 3 担当のカウンターパート 
- 州 DHID 事務所職員 

- ルアプラ州の対象 4 郡の自治体職員 

Source: SOMAP 3 Project 

 

 2） 施設の提供 

MLGH 本省、ルサカ州 DHID 事務所（ルサカの MLGH タウンオフィス）、ルアプラ州 DHID 事

務所の建物内に一部屋ずつ、合計 3 室が JICA 専門家の執務室として提供された。 

 3） O&M コンポーネント活動経費の支出 

ザンビア側は、州・郡レベルにおける SOMAP O&M モデル実施にかかるオリエンテーション

費、D-WASHE メンバー、APM、ADC メンバーに対する研修費、モニタリング費（現場訪問）等

の O&M コンポーネント活動実施にかかる経費を負担した。活動経費の投入は概ね計画通り実施

されたものの、予算の配賦に遅れが生じたこともあった。 

3-2 活動の実績 

活動計画（Plan of Operation：PO）に示されているように、本プロジェクトの活動は大きな遅れも

なく、概ね計画通りに実施されている（「付属資料 3. 協議議事録 Annex 4 PO」を参照）。全体的に

は、プロジェクト活動は順調に実施されているものの、成果 1 と成果 3 では、MLGH/DHID が策定し
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た国家 O&M ワークプランに沿ったモニタリング、郡関係者に対する郡 O&M アクションプラン策定

に係わるワークショップの実施、成果 3 の対象郡であるルアプラ州の 4 郡、JICA ザンビア事務所、

本プロジェクト間での JICA 直接予算支援に係る三者間合意の締結、スペアパーツ初期在庫の調達等

の活動に多少の遅れが見られた。成果 2 の活動は計画通り実施された。 

3-3 成果の達成状況 

成果 1：O&M コンポーネントに関する MLGH/DHID の能力が強化される。 

指標 達成度・進捗状況 

1-1. O&M ワークプラン

が国家ガイドライ

ンに沿って策定さ

れるかどうか 

 ログ・フレーム、詳細活動計画（Work Breakdown Structure：WBS）、

予算計画によって構成される「NRWSSP の国家 O&M コンポーネン

トワークプラン（2012 年～2015 年）」（以下、国家 O&M ワークプラ

ン）が、以下のガイドライン・マニュアルに沿って、MLGH/DHID

により策定された。 

 NRWSSP 資金に係るガイドラインと手順（Agreed Guidelines and 

Procedures for Rural Water Sanitation Programme Funds）（2012 年）19
, 

 国家運営・維持管理ガイドライン（National Guidelines for 

Sustainable Operation and Maintenance of Hand Pumps in Rural 

Areas）（2007 年） 

 地方給水衛生セクター 維持管理実施マニュアル及びユーザー

ガイド（RWSS O&M Implementation Manual & User Guide）（2010

年） （以下、「維持管理実施マニュアル） 

1-2. O&M ワークプラン

が計画どおりに実

施・モニタリングさ

れるかどうか 

 2013 年 3 月以降、MLGH/DHID は、WBS に基づき国家 O&M ワー

クプランの実施状況のモニタリングを行っている。 

 本プロジェクト設計当初は、MLGH が管理する地方給水・衛生の情

報管理システム（Information Management System：IMS）がモニタリ

ングツールとして利用されることが想定されていたものの、IMS に

技術的欠陥が見つかったため、NRWSSP のモニタリング・評価

（M&E）の枠組みの見直し、IMS に代替する業務管理情報システム

（Management Information System：MIS）の構築が 2012 年 6 月より

進められている20。中間レビュー時点では、同枠組みと MIS が完成

されていないことから、MLGH/DHID は給水施設の維持管理に係る

必要な情報を十分に把握できておらず、州レベルや郡レベルにおけ

る活動進捗状況や予算状況も十分にモニタリングできていない。 

 MLGH が策定している MIS の現行デザインでは、O&M コンポーネ

ントに関連するモニタリング項目は既存給水施設の稼働／非稼働

の状況と V-WASHE、APM の有無のみであることから、JICA 専門家

及び MLGH/DHID のカウンターパートは、MIS に給水施設の維持管

理に必要なモニタリング項目が追加されるように MLGH の MIS 担

                                                 
19 NRWSSPのプログラム資金を利用して RWSS事業を実施する際には、各実施機関はMLGHの「Agreed Guidelines and 

Procedures for Rural Water Supply and Sanitation Programme Funds （RWSS プログラム資金に係るガイドライン／手続

き、2012 年）」に沿い、ワークプランを策定することとなっている。 
20 MIS 開発は、2013 年末に完了する予定で、DANIDA（デンマーク国際開発庁）の支援のもと進められていた。しか

しながら、作業に遅れがあり、MIS 完了前に 2013 年末をもってデンマークのザンビアへの全ての二国間援助は終

了したことから、中間レビュー時点では MIS 完了の見通しが立っておらず、MLGH が雇用したコンサルタントの

人件費を UNICEF が負担し、開発作業を進めていくことになっていた。 

なお、MLGH が開発を進める MIS は、オープンソースのデータベースソフトによる地方給水・衛生に係るデータ

蓄積と Web ブラウザソフトによる閲覧を行える形式が想定されている。 
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当に働きかけている（指標 3-4 の達成度を参照）。 

1-3. SOMAP O&M モデ

ルのベンチマーク

が策定されるかど

うか 

 本プロジェクトにおける SOMAP O&Mモデルのベンチマークとは、

国家 O&M ワークプランの一部である WBS に記載されている活動

の達成度を図る指標である。国家 O&M ワークプランの策定過程で、

SOMAP O&M モデルのベンチマークも設定された。  

1-4. 水質に応じたハン

ドポンプの標準化

に対する見解・提言

が得られるかどう

か 

 本プロジェクトでは、地下水の水質（鉄分濃度と腐食性）と水位を

考慮したハンドポンプの仕様選択方法及び井戸から出る水質を改

善する様々な提案が含まれている「水質を考慮したハンドポンプの

仕様標準化に係る提言」（2013 年 7 月）が策定された。 

 本提言の内容は、O&M 課題別作業部会における協議を経て、ドナ

ーを含むセクター関係者から賛同を得ており、プロジェクトの残り

の期間で改訂される予定である「国家運営・維持管理ガイドライン」

及び「維持管理実施マニュアル」に反映される予定である。 

1-5. プロジェクトのベ

ースライン設定お

よび目標値が設定

できるかどうか 

 本プロジェクトでは、10 郡で各 30 基のハンドポンプ付き井戸の稼

働状況に関する調査を実施した（調査対象：合計 300 基）。同調査

の結果を踏まえ、上位目標とプロジェクト目標の指標の目標値が設

定された。 

1-6. SCM マニュアルの

第 2 版が完成するか

どうか 

 「ハンドポンプ・スペアパーツ販売網管理マニュアル（RWSS O&M 

Component Supply Chain Management Manual）（以下、「SCM マニュ

アル」）」は、2012 年 4 月に改訂された。 

 SCM マニュアル（第 2 版）は、全ての州 DHID 事務所、合計 77 の

地方自治体（NRWSSP 対象郡）、およびドナーに配布された。 

1-7. スペアパーツの品

質を確保するため

の調達ガイドライ

ンが完成するかど

うか 

 「地方給水施設のスペアパーツ販売網管理のための調達ガイドラ

イン（Procurement Guideline for Supply Chain Management for Rural 

Water Supply）（以下、調達ガイドライン）」が 2012 年に作成され、

「SCM マニュアル第 2 版」に関係事項が取り入れられた。 

 調達ガイドラインの内容は、プロジェクト第 3年次に改訂される「国

家運営維持管理ガイドライン」及び「運営・維持管理実施マニュア

ル」にも反映される予定である。 

1-8. 国家 O&M ガイドラ

インおよびマニュ

アルの第 2版が完成

するかどうか 

 「国家運営維持管理ガイドライン」及び「運営・維持管理実施マニ

ュアル」は、プロジェクト第 3 年次に改訂される予定である。 

＜総合評価＞ 

指標の達成度、活動の実施状況、成果 1 の達成状況に関する JICA 専門家とカウンターパートの

認識等を総合的に考慮すると、中間レビュー時までの成果 1 の達成状況は適切であり、成果 1 がプ

ロジェクト終了時までに達成される見込みは「高い」と判断される。 

本プロジェクトは、国家 O&M ワークプランの策定や様々な給水施設の維持管理に関するガイド

ラインの改訂・策定により、NRWSSP の O&M コンポーネントに関する MLGH/DHID の計画策定

能力や活動実施能力を強化した。中間レビュー時点では、NRWSSP の M&E 枠組みや MIS の構築

がまだ完成されていないことから、MLGH/DHID は、PDCA サイクル（Plan［計画］、Do［実行］、 

Check［検証］、Act［改善］）の一連の活動を繰り返し、O&M コンポーネントに関する能力を継続

的に改善するまでには至っていない。成果 1 の達成には、プロジェクトの残りの期間で、SOMAP 

O&M モデルの全国普及における活動進捗や予算執行に関するモニタリング（Check）を十分に行

い、モニタリングの結果を踏まえて国家 O&M ワークプランを改善（Act）していく能力の強化が

必要である。そのためには、NRWSSP M&E 枠組みと MIS の早期導入が求められる。 
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成果 2：対象 54 郡において、州の実施支援チームの下で SOMAPO&M モデルが実施される。 

指標 達成度・進捗状況 

2-5. 郡の O&M 計画が

国家ガイドライン

に沿って策定され

ているか 

（郡 O&M アクションプラ

ンの策定は、O&M コンポー

ネントに係る一連の活動に

おいて最初の活動であるた

め、指標 2-5 の達成度・進

捗状況を他の指標の達成

度・進捗状況に先だって記

述することとする。なお、

指標 2-1～2-3 の達成度は、

本来、モニタリングの結果

から把握できるものである

ため、指標 2-4 の達成度を 2

番目に記述する。） 

 2013 年 5 月から 8 月にかけて、合計 56 郡の自治体の職員に対して、

郡 O&M アクションプラン策定に関するオリエンテーションが実施

された。オリエンテーションに参加した郡の内、合計 29 郡により郡

O&M アクションプランが提出されたものの、提出されたプランのな

かには、「指標 1-1 の達成度・進捗状況」に記載した国家ガイドライ

ンやマニュアルに沿って策定されていないものもあった。 

 郡に対する O&M アクションプラン策定のオリエンテーションに先

立ち、本プロジェクトは、SOMAP O&M モデルと州 O&M ワークプ

ラン策定に関するワークショップを、州 DHID 事務所を対象として

2013 年 1 月に実施しており、国家 O&M ワークプランに沿って、全

州 DHID 事務所により州 O&M ワークプランが策定された。 

2-4. モニタリングの頻

度および内容 

 「指標 1-2 達成度・進捗状況」で記述した通り、NRWSSP の M&E 枠

組み及び MIS はまだ構築途中であるため、中間レビュー時点では「モ

ニタリングの頻度及び内容」の達成度を測るデータの入手手段は確立

されていない。 

2-1. ハンドポンプの維

持管理費を積み立

てているコミュニ

ティ数 

 NRWSSP の M&E 枠組み及び MIS の未構築により、中間レビュー時

点では、「ハンドポンプの維持管理費を積み立てているコミュニティ

数」の達成度を測るデータの入手手段は確立されていない。 

 NRWSSP の年次報告書（2012 年）によると、新しく建設された地方

給水施設の 8 割において、給水施設を管理するために V-WASHE が組

織化／再組織化され、同委員会メンバーが住民参加による給水施設管

理（CBM）とその維持管理技術に関する研修を受けた。 

2-2. スペアパーツの販

売実績 

 NRWSSP の M&E 枠組み及び MIS の未構築により、中間レビュー時

点では「スペアパーツの販売実績」の達成度を測るデータの入手手段

は確立されていない。 

 30 郡（成果 3 のルアプラ州対象 4 郡を除く）で、地方自治体または

上下水道公社によりスペアパーツ販売店が運営されている（2013 年

12 月時点）。2011 年の時点では、スペアパーツ販売店が運営されてい

る郡は 8 郡しかなかったことから、販売店の運営を行う郡数は着実に

増加している。 

 郡によるスペアパーツ販売網管理体制の構築に関する活動進捗状況

の確認調査が行われ、その過程で、体制構築における課題が抽出され

た。同調査の結果を参考にして、プロジェクトは DANIDA の水セク

タープログラム支援（WSPS）II が支援する 17 郡に対して、スペアパ

ーツ販売網管理体制に関する研修を行った（2013 年 11 月）。 

2-3. APM により修理が

完了した施設の数 

 NRWSSP の M&E 枠組み及び MIS の未構築により、中間レビュー時

点では「APM により修理が完了した施設の数」の達成度を測るデー

タの入手手段は確立されていない。 

 NRWSSP 年次報告書（2012 年）によると、700 名の APM に対して、

給水施設維持管理の研修が実施された。 
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＜総合評価＞ 

NRWSSP の M&E 枠組みと MIS が未だ完成されていないため、SOMAP O&M モデルの全国普及

の進捗状況を正確に把握することは難しい。しかしながら、SOMAP O&M モデルの全国普及は、

NRWSSP の O&M コンポーネントに組み込まれており、ドナーの支援を受け、スペアパーツ販売店

の運営開始、APM や V-WASHE の研修など、SOMAP モデル普及に係る活動が MLGH や郡自治体

により着実に実施されていることを考慮すると、プロジェクト終了時までに成果 2 が達成される見

込みは「やや高い」と評価される（ドナーの支援状況は以下の表を参照）。 

表 3-4 SOMAP O&M モデル普及を行っているドナープログラム・プロジェクト 

ドナー 対象州 対象郡 プログラム名 

国連児童基金

（UNICEF） 

東部州、 

コッパーベルト州、 

南部州、ルアプラ州 

18 

給水・衛生・保健教育サポート 

（WASHE Support） 

（2006 年～2014 年） 

アフリカ 

開発銀行（AfDB） 

北部州、ムチンガ州、 

ルアプラ州 
16 

国家地方給水衛生プログラム（NRWSSP） 

（2006 年～2014 年） 

ドイツ国際 

協力公社 

（GIZ） 

東部州 9 

水セクター改革プログラム 

（Water Sector Report Program） 

（2011 年～2015 年） 

ドイツ復興 

金融公庫 

（KfW） 

東部州、 

北西部州 
6 

KfW フェーズ 1 

（2013 年～2014 年） 

米国国際 

開発庁（USAID） 

北部州、 

ムチンガ州 
12 

校内給水衛生プロジェクト 

（School WASH） 

（2009 年～2013 年） 

デンマーク 

国際開発庁

（DANIDA） 

南部州、 西部州、 

ルサカ州 
17 

水セクタープログラムサポート II 

（Water Sector Program Support II） 

（2012 年～2013 年） 

出所：MLGH/DHID や各ドナーへのインタビューに基づき調査団が作成 

 

上記の表にも示されているように、NRWSSP の枠組みのもと、SOMAP O&M モデル実施にかか

る活動がドナー支援により進められているものの、MLGH/DHID によると、全国的に見れば、

V-WASHE の能力強化、住民参加による地方給水施設の維持管理にかかる住民啓蒙活動等が十分に

行われずに、井戸の建設のみが進められる事例等もまだ報告されていることから、成果 2 の達成に

は、各レベルの関係者が SOMAP O&M モデルへのアラインメント（整合性）を増進させることが

求められている。加えて、NGO を含む様々な援助機関が地方自治体に対して、独自の書式による

報告書の作成を求めており、ただでさえ少ない人材に対し負担となっていることも報告されている

ことから、今後は、地方給水セクターにおいて、更なる援助の調和化も必要である。 

加えて、成果 2 の達成に向けて、州 DHID 事務所の職員や郡自治体の村落給水・衛生担当官（RWSS

担当官）に対する更なる能力育成が求められる。JICA 専門家、カウンターパート、ドナーによる

と、SOMAP O&M モデル普及の進捗状況は、郡自治体がどの程度 SOMAP O&M モデルの重要性を

理解し、精力的に活動しているかによって異なる。本プロジェクトでは、州 DHID 事務所を通じて、

郡自治体の能力強化を図っているものの、州 DHID 事務所は、2011 年に設立された新しい組織体

制21であり、同事務所の地方給水・衛生担当官（以下、RWSS 担当官）のほとんどの SOMAP O&M

モデル普及に係る業務経験は非常に限られている。このことから、州 DHID 事務所が、郡 O&M ア

クションプランの内容を精査した上で、その内容に対して適切なアドバイスを提供し、地方給水施

設 O&M 活動をモニタリングしていけるようになるために、各州 DHID 事務所のニーズに合った継

                                                 
21 Zambia Joint Annual Water Sector Review, 2011, p.14 
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続的な技術支援が必要である。 

特に、SOMAP O&M モデルの成功の鍵ともいえるスペアパーツ販売店の設立・管理・運営に関

しては、プロジェクト残りの期間で更なる技術支援が求められる。中間レビューでは、スペアパー

ツの適切な価格設定や必要な数のスペアパーツの単品購入を難題と考えている郡自治体も多く存

在することが確認された。ハンドポンプのスペアパーツ販売を取り扱っている代理店（サプライヤ

ー）の多くは、製品のセット販売のみを行っており、スペアパーツの単品については一定量の発注

を受けて国外から調達することで対応しているため、郡からオーダーが少量である場合は、単品商

品の調達や販売を断る傾向にあることが報告された。この課題を解決するには、MLGH/DHID とサ

プライヤー間、又は、州 DHID 事務所とサプライヤー間で包括的なスペアパーツ調達契約を締結す

るなど特別な対応が必要である。 

成果 1 と同じく、成果の 2 の達成には、MIS の構築が前提条件となっている。SOMAP O&M モ

デルが適切に機能していくには、中央・州・郡レベルの関係機関が MIS を活用し、SOMAP O&M

モデル普及の進捗状況やインパクトをモニタリングする必要がある。例えば、地方給水施設の故障

やスペアパーツ販売店の運営の問題発生を MIS データから読み取り、郡自治体が適宜、適切な対

応が取れるようになるように、実務研修（OJT）等を通じて、データ分析、問題解決能力が十分に

育成される必要がある。 

 

成果 3：ルアプラ州 4 郡（マンサ、ミレンゲ、ムウェンセ、ンチェレンゲ）において、州の実施支

援チームと共に郡を直接支援することで SOMAP O&M モデルが実施される。 

指標 達成度・進捗状況 

3-5. 郡の O&M 計画が

国家ガイドライン

に沿って策定され

ているか 

 成果 3 の対象 4 郡で、2012 年度及び 2013 年度の郡 O&M アクション

プランが「指標 1-1 の達成度・進捗状況」に記載した国家ガイドライ

ンやマニュアルに沿って策定された。 

 2012 年 12 月、本プロジェクトは、郡 O&M アクションプラン22の進

捗状況と活動資金の収支状況に関する四半期報告書の作成要領につ

いて、対象 4 郡の郡長、会計担当官、地方給水衛生担当官を対象にオ

リエンテーションを実施した。 

3-4. モニタリングの頻

度および内容 

 「指標 1-2 達成度・進捗状況」で記述した通り、NRWSSP の M&E 枠

組み及び MIS はまだ構築途中であるため、中間レビュー時点では「モ

ニタリングの頻度及び内容」の達成度を測るデータの入手手段は確立

されていない。 

 MIS 開発を促進するため、本プロジェクトは、対象 4 郡において、以

下の活動を行っている。 

- スマート・スプレッドシート（エクセル形式のデータベース）を

試行的に導入している23。 

- 郡 O&M アクションプランに沿ったモニタリング計画を策定し、

データ収集用ツールとしてAPMの修理活動報告およびV-WASHE

によるモニタリング報告様式を作成した。また、これらの報告書

から得られたデータを集計するため、Excel 形式のフォームを作成

した。 

- 既存の給水施設の位置情報を収集するため、GPS を各郡に供与し

た。 

                                                 
22 成果 3 の対象 4 郡は、JICA 事務所からの直接予算支援を受けて、郡 O&M アクションプランに基づき、O&M 活動

を実施している。 
23 スマートスプレッドシートの試行的導入は、合計 40 郡で行われている。本プロジェクトでは、対象 4 郡の既存給

水施設の基本情報（位置、完工時期、諸元等）について、シートへの入力を進めている。 
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- 2013 年 11 月、MIS と O&M 活動のモニタリングツールに関するオ

リエンテーションを開催し、GPS の使用方法について説明した。 

3-1. ハンドポンプの維

持管理費を積み立

てているコミュニ

ティ数 

 NRWSSP の M&E 枠組み及び MIS の未構築により、中間レビュー時

点では「ハンドポンプの維持管理費を積み立てているコミュニティ

数」の達成度を測るデータの入手手段は確立されていない。 

 対象 4 郡における SOMAP O&M モデルの実施を確実なものとするた

めに、本プロジェクトでは、NRWSSP の概況、給水施設の維持管理、

スペアパーツ供給網の設立、各関係者の役割や責任等について、以下

の関係者に対してオリエンテーションが行われた。 

1) 郡議会議員（2013 年 1 月：マンサ郡、ミレンゲ郡、ンチェレンゲ

郡、2013 年 8 月：ムウェンセ郡） 

2) D-WASHE メンバー（2012 年 5 月：全 4 郡24） 

3) ADC メンバー （2013 年 6 月～7 月：全 4 郡） 

4) 伝統的指導者/コミュニティ代表者（2013 年 7 月～9 月：ミレンゲ

郡、ンチェレンゲ郡、2013 年 10 月～11 月：マンサ郡、ムウェン

セ郡） 

 地域住民の啓発活動や V-WASHE のトレーニングを実施するための

研修資料（マニュアルや参考資料）が策定され、2013 年 10 月から、

住民啓蒙活動、V-WASHE の組織化／再組織化、V-WASHE 研修が行

われている。 

 上記の研修や住民啓蒙活動の結果、対象 4 郡において、ハンドポンプ

の維持管理費の積み立てをするコミュニティが増えてきていること

が、中間レビューのインタビュー調査及び現地訪問にて確認された。 

3-2. スペアパーツの 

販売実績 

 2013 年後半より、対象 4 郡でスペアパーツ販売店の運営が開始され

た。中間レビュー時点では、販売店運営が開始したばかりなので、在

庫補給は行われていないが、商品の在庫数や売上はきちんと記録され

ており、在庫管理は適切に行われている。 

 なお、販売店運営は、各郡自治体職員の中から任命されたスタッフ（マ

ネージャー、会計役、販売店の現金出納係、物品管理担当）が、自治

体が作成した職務記述書に沿って行っている。販売店が運営開始する

前には、本プロジェクトによって、スペアパーツ販売店の担当スタッ

フを対象にスペアパーツ販売網管理に係る研修が実施された。 

3-3. APM により修理が

完了した施設の数 

 NRWSSP の M&E 枠組み及び MIS の未構築により、中間レビュー時

点では「APM により修理が完了した施設の数」の達成度を測るデー

タの入手手段は確立されていない。 

 APM 研修用の資料が作成され、2013 年 6 月から 8 月にかけて、各対

象郡で既存 APM を対象にオリエンテーションが実施された。同オリ

エンテーションでは、スペアパーツ販売店の設置、修理用工具の貸出

システム、APM の活動条件等の新規方針に関する説明に加え、ハン

ドポンプ修理技術に関する補足的な指導が行われた。新規 APM に対

する研修はプロジェクト第 3 年次に行われる予定である25。 

 加えて、本プロジェクトでは、各郡内に配置されている既存の修理用

工具台帳の作成、区毎の修理用工具保管センターとなる施設の選定、

                                                 
24 ムウェンセ郡の D-WASHE が再編されたため、2013 年 6 月に再度、新規メンバーに対しオリエンテーションが実施

された。（2013 年 6 月） 
25 トレーニングを受けた人材の活動実施状況をモニタリングし、要件を満たした者について地方自治体により正式に

APM として認証し、登録を行っている。研修後、APM と井戸の割合は、約 1 対 10 となる予定である。 
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既存ハンドポンプ数と必要なAPMの人数を考慮した各センターへの

修理用工具の配置26など、修理用工具の管理体制を整えている。 

＜総合評価＞ 

成果 2 と同様、NRWSSP の M&E 枠組みと MIS が完成されていないため、対象 4 郡における

SOMAP O&M モデルの実施状況を正確に把握することは難しい。しかしながら、活動の実施状況、

達成状況に関する JICA 専門家とカウンターパートの認識、本調査団による対象 4 郡での現地視察

結果を総合的に考慮すると、中間レビュー時までの成果 3 の達成状況は適切であり、成果 3 がプロ

ジェクト終了時までに達成される見込みは「高い」と判断される。 

本プロジェクトでは、中間レビュー時までに、対象 4 郡の自治体に対し、郡 O&M アクションプ

ランの策定に係る研修を実施するとともに、スペアパーツ販売店の運営開始を支援した。また、地

方給水施設の維持管理に関するモニタリング報告様式各種や研修資料を作成し、郡議会議員、

D-WASHE メンバー、ADC メンバー 、APM、伝統的指導者/コミュニティ代表者など多岐にわたる

関係者への研修を支援した。郡レベルの RWSS 担当官の地方給水施設の維持管理を促進する一連

の能力に改善の余地はあるものの、対象 4 郡には、JICA 専門家及び州 DHID 事務所の RWSS 担当

官が郡の活動プロセスを綿密にフォローし、郡のニーズに沿った細やかで迅速な対応をすることが

できるため、プロジェクト終了時までには、SOMAP O&M モデルが成功裏に実施される見込みは

高い。 

 

3-4 プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標：地方給水施設の稼働率が改善する。 

指標 達成度・進捗状況 

1. 対象 64 郡27における地方給

水施設の 80％が稼動してい

る。 

 MLGH が取り組んでいる NRWSSP の M&E 枠組み及び MIS

はまだ完成されていないため、中間レビュー時点では「地方

給水施設の稼働率」のデータの入手手段は確立されていな

い。 

 本プロジェクトで 2012 年 5 月に実施されたベースライン調

査によると、対象郡における給水施設の稼働率は 71.3％であ

る。 

2. 地方給水施設のダウンタイ

ムが、施設上部コンポーネン

トの故障によるものであれ

ば、14 日以内に下がる。 

 NRWSSPのM&E枠組み及びMISはまだ構築中であるため、

中間レビュー時点では指標の達成度を測るデータの入手手

段は確立されていない。 

3. 地方給水施設のダウンタイ

ムが、施設下部コンポーネン

トの故障によるものであれ

ば、30 日以内に下がる。 

 上記と同じ 

＜総合評価＞ 

NRWSSP の M&E 枠組みと MIS フレームワークが完成されていないため、上記の指標に基づい

たプロジェクト目標の達成度の評価を行うことはできないものの、3 つの成果の達成度や活動の進

捗状況を踏まえると、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標が達成される見込みは、「やや

高い」と判断される。 

先述した通り、成果 1（O&M コンポーネントに関する MLGH/DHID の能力強化）と成果 3（ル

                                                 
26 本プロジェクトでは、スペアパーツ初期在庫とともに工具も調達された。スペアパーツと同じく、工具についても

欠品が確認されたため、3 年次に追加調達が進められている。 
27 プロジェクト開始当時の NRWSSP 対象郡数 
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アプラ州対象 4 郡における SOMAP O&M モデルの実施）が本プロジェクト終了時までに達成され

る見込みは高い。また、成果 2（対象 54郡における SOMAP O&Mモデルの実施）についても、SOMAP 

O&M モデルは NRWSSP の O&M コンポーネントに組み込まれており、ドナーもそれに沿う形でプ

ロジェクトを設計し、SOMAP O&M モデルも全国普及が行われている点を考慮すると、プロジェ

クト終了時までに成果 2 はある程度達成されると考えられる。しかしながら、特に州・郡レベルの

関係者の O&M コンポーネントに係る一連の能力、特にモニタリング能力とモニタリングデータを

分析し、活動を改善する能力については、今後更なる改善が必要であり、MIS の完成の遅れは、全

3 成果の達成に大きな影響を与えている。このことから、プロジェクト目標がプロジェクト終了時

までに達成されるには、成果の達成に必要な MIS の構築、州・郡レベルの関係者に対する継続的

な技術移転、スペアパーツ調達システムの構築等の条件が満たされる必要がある。 

 

3-5 上位目標達成の見込み 

上位目標：安全かつ使いやすい水を使用する地方部住民の割合が増加する。 

（技術協力プロジェクトでは、上位目標は、「プロジェクト終了後3年から5 年程度で対象社会にお

いて発現する効果」と位置付けられている。28） 

指標 達成度・進捗状況 

安全な水を使用する地方部住民の

都合が 75％となる。 

 地方部住民の安全な水へのアクセス率は、2010 年に 49％29

であったが、翌年の 2011 年には 53％30へと 4 パーセンテー

ジポイント増加し、2012 年には 60％へと更に 7 パーセン

テージポイント増加している。 

 2001 年から 2011 年におけるザンビア地方部の安全な水へ

のアクセス率の平均年間増加率は、3.1％である31。 

＜総合評価＞ 

NRWSSP の M&E 枠組みと MIS の未整備により、SOMAP O&M モデルの実施状況と給水施設の

稼働率に対する本プロジェクトのインパクトを正確に把握することはできないことから、中間レビ

ュー時点では、「地方部住民の安全な水へのアクセス率の向上」への本プロジェクトの貢献度合い

を判断するのは「時期尚早」であると判断される。 

 

3-6 プロジェクトの実施プロセス 

（1） プロジェクト実施の促進要因 

「3-2 活動の実績」で述べたように、本プロジェクトの活動は大きな遅れもなく、概ね計画通

りに実施されている。本プロジェクト活動が順調に行われた要因は以下の通りである。 

 1） NRWSSP の妥当性と MLGH のコミットメント 

円滑なプロジェクト実施を促進とした要因として、SOMAP O&M モデルの全国普及は、

NRWSSP の O&Mコンポーネントで地方給水施設の維持管理を向上する戦略として位置づけられ

ていること、NRWSSP の妥当性は、ドナーも含む全ての関係者により高く評価されていることが

挙げられる。NRWSSP は、ザンビア政府の給水衛生セクターにおけるビジョンと目標を達成する

ための明確な枠組みやアプローチを示しており、MLGH のリーダーシップの表れであると言える。

                                                 
28 「新 JICA 事業評価ガイドライン 第 1 版」、JICA 評価部、2010 年、p.44 
29 第六次国家開発計画（改訂案）（2013 年～2016 年）、p.92 
30 同上、p.91 
31 世界銀行の統計をもとに算出 
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また、SOMAP O&M モデルが NRWSSP の枠組みに組み込まれたことにより、SOMAP O&M モデ

ルに対する MLGH のオーナーシップが確立されている。MLGH は、SOMAP O&M モデルの全国

普及の推進や、ドナーが支援する地方給水関連プロジェクトに対する NRWSSP へのアラインメン

トの増進を通じて、本プロジェクトへのコミットメントを示している。 

（2） プロジェクト実施の阻害要因 

他方、円滑なプロジェクト実施を阻害した要因として、技術移転の対象となる政府職員の異動・

離職率の高さ並びに人員不足、州・郡レベルの新規職員の地方給水・衛生事業に必要な専門知識・

ノウハウの不足、予算配賦の遅れが挙げられる。 

 1） 技術移転の対象となる政府職員の離職・異動率の高さ並びに人員不足 

本プロジェクト開始以来、中央レベルでは、プロジェクト・ディレクターを務める MLGH/DHID

局長及びプロジェクト・コーディネーターを務める MLGH/DHID の地方給水施設 O&M 担当職員

が、二度、入れ替わった。州レベルでは、2013 年 4 月ごろに、州 DHID 事務所は全国各州で設置

された32ものの、欠員率が高いことが大きな課題となっている。表 3-5 で示されている通り、必

要とされている職員数（主任エンジニア 1 名と上級エンジニア 3 名）を満たしている州 DHID 事

務所は全国で一か所もなく、全ての事務所では職員が 2 つ以上の担当を兼任している（付属資料

2. 州 DHID 事務所の組織図を参照）。 

表 3-5 州 DHID 事務所の職員配置状況（2014 年 2 月時点） 

州 
主任エンジニア 上級エンジニア 

必要職員数：1 名  必要職員数：3 名 

北部州 1 名 0 名 

ムチンガ州33
 1 名 2 名 

ルアプラ州 1 名 2 名 

北西部州 1 名 2 名 

コッパーベルト州 0 名 2 名 

中央州 1 名 1 名 

ルサカ州 0 名 2 名 

南部州 1 名 1 名 

西部州 1 名 0 名 

東部州 0 名 1 名 

出所：MLGH/DHID 

 

郡レベルでは、プロジェクト開始以来、地方分権化の影響で、地方自治体数が急激に増え、中

間レビュー時点では、102 の地方自治体34が存在し、NRWSSP 対象となる地方自治体は、2011 年

9 月のプロジェクト開始時点では 64 であったが、現在は 94 である。また、新しく設立された郡

には、まだ RWSS 担当官が配置されていない郡もある。地方自治体数が増えたことで、SOMAP 

O&M モデルに関する技術移転の対象となる政府職員が増加し、それに伴い、本プロジェクトの

作業量も増えた。 

                                                 
32 中間レビューの時点では、GIZ が支援している東部州の州支援チーム（PST）以外の PST は、州 DHID 事務所の設

立により解散された。 
33 ムチンガ州は、2011 年に東部州が 1 地区、北部州が 5 地区を割譲し、誕生した州である。 
34 84 の郡自治体（district council）、4 の都市自治体（city council）、14 の市自治体（municipal council）の合計数 
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 2） 州・郡レベルの新規職員の地方給水衛生事業に必要な専門知識・ノウハウ不足 

地方給水・衛生セクターにおける人員不足に加え、州・郡レベルで新しく配置された RWSS 担

当官の業務経験不足も円滑な業務実施を阻害する要因となっている。新しく設置された州 DHID

事務所に配置された RWSS 担当官は、JICA 専門家や中央レベルのカウンターパートによると、道

路工事など土木関連を専門とするエンジニアが多く、必ずしもスペアパーツの供給網管理や住民

啓発などソフトコンポーネント業務の経験を有しておらず、給水施設の O&M に関して、郡への

技術支援を行うのに十分なノウハウを有していない。また、郡レベルでは、ザンビア政府は、地

方行政を強化するため、NRWSSP 開始以降、郡に配置されてきた RWSS フォーカルパーソンから

比較的学歴の高い新規 RWSS 担当官35へと人員交代を進めているものの、新規 RWSS 担当官の地

方給水衛生に関する専門知識や地方行政における業務経験は非常に限られている。 

州 DHID 事務所の設置や地方自治体の新規職員の雇用は、地方自治の強化や公共サービス提供

の改善に向けた前向きな取り組みであるものの、これらの変化により、先行案件で能力強化した

人材の一部を失い、能力強化活動の効率性が影響をうけた。 

 3） 予算配賦の遅れ 

JICA 専門家やカウンターパートによると、ワークショップ参加者の日当や旅費等の予算配賦の

遅延により、成果 3 のルアプラ州 4 郡を対象とした郡 O&M アクションプラン策定に係るワーク

ショップの実施が遅れたことがあった。活動予算が、適切なタイミングに配賦されないことは、

MLGH が作成する NRWSSP 年次報告書（2012 年）においても重要課題として指摘されており、

ドナーや郡レベル関係者からも懸念事項として挙げられている。 

                                                 
35 DHID によると、地方自治体の組織改編は以前から進められているが、2011 年 9 月に発足したサタ政権が地方行政

の強化を重点政策としたことで、2012 年より、郡レベルの組織改編が加速された。 
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第4章 評価結果 

4-1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は「高い」と判断される。地方給水施設の稼働率の改善による安全な水へ

のアクセスの向上は、ザンビアの人々のニーズに合致しており、ザンビア政府の開発政策、日本政府

の対ザンビア国援助政策との整合性が高い。 

（1） 受益者のニーズとの整合性 

ザンビアにおける平均寿命は 48 歳であり、且つ人口の半数が 15 歳未満である36。ザンビアの

地方部では安全な水へのアクセス率が 60%
37と低く（2012 年時点）、それが、下痢の発症、コレラ

やその他の水因性感染症（赤痢、アメーバ赤痢、A 型肝炎、腸チフス等）への感染、長時間・長

距離の水汲み作業による教育機会の損失の要因となっている38。 

ザンビアの地方部において、安全な水へのアクセス率が低い理由の一つには、給水施設の維持

管理の不十分さが挙げられており、ザンビアの地方給水施設の非稼働率は約 2 割から 3 割である

ことがこれまでに実施された、いくつかの調査において明らかになっている39。本プロジェクト

は、SOMAP O&M モデルを全国普及させることにより、地方給水施設の稼働率を向上することを

目的としているため、ザンビアの人々のニーズに合致している。 

（2） ザンビア政府の開発政策との整合性 

本プロジェクトは、ザンビア政府の国家長期開発政策である「ビジョン 2030」（2006 年）とそ

れを達成するための国家中期開発政策である「第六次国家開発計画（改訂案）（2013 年～2016 年）
40」との整合性が高い。「第六次国家開発計画（改訂案）」には、「2030 年までに全ての国民に安全

な水と衛生施設へのアクセスを供給すること」を水・衛生セクターの長期的なビジョンとして明

記しており、地方部では、2016 年までに 80％以上の住民が安全な水へのアクセスを確保すること

を、ザンビア政府の中期目標の一つとして掲げている。このビジョン及び中期目標を達成するた

めに、ザンビア政府は、「国家地方給水衛生プログラム（NRWSSP）（2006 年～2015 年）」を実施

しており、本プロジェクトが成果の一つとしている SOMAP O&M モデルの全国普及は、NRWSSP

を構成する 8 つのコンポーネントの一つである O&M コンポーネントにおける同プログラムの戦

略でもある。 

また、本プロジェクトのアプローチは、公的サービス提供の主体を地方自治体とし、WASHE

（給水・衛生・保健教育）という概念を通じ、給水施設に係る計画、開発、管理における住民参

加を向上し、住民のエンパワメントを促進することの必要性を謳っている「国家水政策（1994 年、

2010 年に改訂）」及び「水供給・衛生法（1997 年）」とも整合性がある。 

                                                 
36 対ザンビア共和国 国別援助方針、2012 年、日本政府 
37 第 6 次国家開発計画（改訂案）、2013 年、p.91 
38 2012 年度 NRWSSP 年次報告書、MLGH、p.6 
39 NRWSSP（2007 年）p.26 
40 2013 年 10 月時点での政策案 
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（3） 日本の対ザンビア国援助政策との整合性 

我が国の「対ザンビア共和国 国別援助方針（2012 年）」には、「持続的な経済成長を支える社

会基盤の整備」が 3 つの重点分野（中期目標）の一つとして位置づけらており、それを達成する

戦略として、我が国は「給水衛生へのアクセスの改善」を支援することが明言されている。加え

て、日本政府は、2013 年に開催された第 5 回アフリカ開発会議（TICAD V）においてアフリカの

水・衛生セクターにおけるミレニアム開発目標達成に向けた取り組みの加速化の必要性を明言し

ており、横浜行動計画（2013 年～2017 年）で、水供給サービスの範囲及び持続可能性の向上によ

る安全な飲料水へのアクセスの増加を「万人が成長の恩恵を受ける社会の構築」の具体的な成果

目標の一つとして挙げていることから、本プロジェクトは日本政府の援助方針に合致している。 

（4） 本プロジェクトのアプローチの適切性 

本プロジェクトの活動には、SOMAP O&M モデルやマニュアルの継続的な精緻化、MLGH/DHID

による国家 O&M ワークプランの策定など SOMAP 2 の終了時評価で提言された取り組みが含ま

れており、ザンビア地方給水分野のニーズに沿っていることから、プロジェクト目標を達成する

アプローチは適切であると言える。 

また、ルアプラ州の 4 つの郡に対して直接支援することも以下の 3 つの理由から適切である。

まず一つ目に、ルアプラ州の地方部における安全な水へのアクセスは、ザンビア国内の平均と比

較しても非常に低い。2010 年では、ザンビア地方部における安全な水へのアクセス率の全国平均

値は、49％であったものの、ルアプラ州では 23％であった41。第 2 に、JICA は、無償資金協力事

業「ルアプラ州地下水開発計画」で、ルアプラ州にハンドポンプ付き深井戸建設を行っている。

これまでにフェーズ 1（2008 年～2010 年）、フェーズ 2（2011 年～2014 年）の実施により 416 基

のハンドポンプ付き井戸が建設されており、今後フェーズ 3 も実施される予定である。そのため、

無償資金協力事業によって建設された井戸が持続的に利用されるように、これらの井戸の O&M

体制構築を JICA が支援するのは妥当である。第 3 に、ルアプラ州における SOMAP O&M モデル

の普及は、AfDB により支援されているものの、ルアプラ州の全郡が支援を受けているわけでは

なく、本プロジェクトの成果 3 は、AfDB から支援を受けていない 4 郡を対象としている。 

4-2 有効性 

本プロジェクトの有効性は「やや高い」と判断される。中間レビューの時点では、3 つの成果の達

成度を総合的に考慮すると、プロジェクト目標はプロジェクト終了時までにある程度達成できると判

断される。また、2008 年から 2013 年までに建設された井戸の数を踏まえると、プロジェクト目標達

成に至るまでの外部条件は満たされる見込みである。 

（1） プロジェクト目標の達成見込み 

「3-4 プロジェクト目標達成の見込み」で述べたとおり、O&M コンポーネントに係る

MLGH/DHID の能力強化（成果 1）とルアプラ州直接支援対象 4 郡における SOMAP O&M モデル

の実施（成果 3）はプロジェクト終了時までに達成される可能性が高く、対象54郡におけるSOMAP 

O&M モデルの実施（成果 2）もある程度達成できる見込みであることから、地方給水施設の稼働

率の改善（プロジェクト目標）が達成される見込みはある。本プロジェクトでは、中間レビュー

                                                 
41 第二次ルアプラ州地下水開発計画 準備調査報告書、2010 年、JICA、p.ii 
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時点までに計画されていた活動は、概ね予定通り実施されており、MLGH/DHID、州 DHID 事務

所、郡自治体による O&M コンポーネントの計画策定の能力は強化されつつあり、また、SOMAP 

O&M モデルの全国普及のためにマニュアルやガイドブック、研修資料各種が整備されつつある

（成果 1、成果 2、成果 3）。一方で、MIS が未構築であること、地方自治体が期限通りに各マニ

ュアルに沿って郡 O&M アクションプランを策定する能力がまだ不十分であること、給水施設修

理用のスペアパーツの在庫補充に関してサプライヤーと交渉する必要があることなど、プロジェ

クト目標を達成するために解決しなければならない課題も多い。 

（2） プロジェクト目標の達成に至るまでの外部条件 

本プロジェクトでは、プロジェクト目標の達成に至るまでの外部条件として、「NRWSSP のコ

ンポーネント 1 に沿って、新しい地方給水施設の施工が完了する。」が設定されている。 

NRWSSP のコンポーネント 1（給水）には、10,000 基の井戸を建設することが目標として掲げ

ており、NRWSSP 中間レビュー報告書（2012 年）によると、2008 年から 2011 年の間に 4,000 基

の井戸が建設された。また、MLGH/DHID よると、2012 年には 2,902 基の井戸が建設され、その

翌年の 2013 年には、2,627 基42の井戸が建築された（「表 4-1 ドナーによる井戸建設・補修支援

事業リスト」を参照。）加えて、ザンビア政府の 2014 年度国家予算演説では、2,000 基の深掘井戸

及び 250 基の手掘り井戸が建設され、50 ヵ所で給水パイプスキームが実施される予定であること

が発表された43。これらを加算すると、2008 年から 2013 年までに建築された井戸数は約 9,500 基

にのぼり、NRWSSP のコンポーネント１（給水）の目標値（10,000 基）をほぼ達成していること

から、プロジェクト目標の達成に至るまでの外部条件がプロジェクト終了時までに満たされる見

込みは十分に高いと言える。 

表 4-1 ドナーによる井戸建設・補修支援事業リスト 

ドナー1/
 プログラム名 州 

井戸数 

新設 補修 

UNICEF 
NRWSSP 支援 

（2011 年～2014 年） 

東部州、コッパーベルト州、

北西部州、ルサカ州 

南部州、ルアプラ州 

2,400 600 

AfDB 
NRWSSP 

（2006 年～2014 年） 

北部州、ムチンガ州、 

ルアプラ州 
1,802 586 

KfW 
KfW フェーズ 1 

（2013 年～2014 年） 
東部州、北西部州 90 - 

DANIDA 

水セクタープログラムサポート II 

（Water Sector Program Support II） 

（2012 年～2013 年） 

南部州、西部州、ルサカ州 292 - 

JICA 

ルアプラ州 

地下水開発計画 

（無償資金協力） 

フェーズ 1 

（2008年～2010年） 
ルアプラ州 

200 - 

フェーズ 2 

（2011年～2013年） 
216 - 

                                                 
42 MLGH/DHID のデータによると、2012 年及び 2013 年に建設された井戸の 2 割は政府の予算で建設されたものであ

り、残り 8 割は、援助機関や NGO による支援により建設されたものである。 
43 Honorable Alexander B. Chikwanda, MP Minister of Finance, 2014 年度予算演説、2013 年 10 月、p.9 
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フェーズ 3 

（予定） 
200 - 

中国政府 NRWSSP 無償支援 
中部州、東部州、ルサカ州、 

ムチンガ州 
450 - 

１/ 上記のドナー以外にも、World Vision ZambiaなどのNGOが井戸の掘削工事や補修工事を行っている。World Vision 

Zambia によると、2013 年に、132 基の井戸を新しく建築し、102 基の既存井戸の補修工事を行った。 

出所：MLGH/DHID、UNICEF、AfDB、JICA 

 

4-3 効率性 

本プロジェクトの効率性は「中程度」と判断される。プロジェクト活動を実施するために必要な量

と質の投入が、概ね適切に実施されており、成果の達成に貢献している。SOMAP O&M モデルの全

国普及は、NRWSSP に地方給水施設の O&M 実施状況を改善させるザンビア政府の戦略として位置

づけられていることにより、本プロジェクトは SOMAP O&M モデルに対するザンビア側の強いオー

ナーシップをもって実施された。その一方で、技術移転の対象となる政府職員の離職・異動率の高さ

並びに人員不足、州・郡レベルの新規職員の地方給水衛生事業に必要な専門知識・ノウハウ不足、予

算配賦の遅れが効率性に負の影響を及ぼしている。 

（1） 投入と成果の因果関係及び成果の達成度 

「3-1 投入の実績」で述べたとおり、本プロジェクトでは、プロジェクト活動を実施するため

に必要な量と質の投入が、概ね適切に行われた。全体的に見ると、本プロジェクトの活動は、大

きな遅れもなく順調に実施されており、3 つの成果達成に向けて着実に進められている。 

成果 1（O&M コンポーネントに係る MLGH/DHID の能力強化）を達成するために、「NRWSSP

の国家 O&M コンポーネントワークプラン（2012年～2015年）」が MLGH/DHID により策定され、

中央・州レベルの関係者に配布された。また、「スペアパーツ販売網管理マニュアル（第 2 版）（2012

年）」、「スペアパーツ調達管理ガイドライン」、地下水の水質（鉄分濃度と腐食性）と水位を踏ま

えたハンドポンプ仕様の選択に係るガイドラインがまとめられた「水質を考慮したハンドポンプ

の仕様標準化に係る提言（2013 年）」などが策定され、全国展開のツールなるマニュアルやガイ

ドラインが整備されつつある。本調査団がルアプラ州で郡レベルの関係者に対して行ったインタ

ビューによると、ハンドパンプ使用の選択方法に係るガイドラインが本プロジェクトにより策定

されたことで、井戸建設を計画する際には、地下水の水質パラメーター（鉄分濃度、pH、アルカ

リ度、カルシウム硬度）により深い注意を払うようになったとの事である。 

成果 2（対象 54 郡における SOMAP O&M モデルの実施）を達成するために、本プロジェクト

は、州 DHID 事務所に対して州 O&M ワークプラン作成に係るオリエンテーションを実施すると

ともに、対象郡自治体に対して郡 O&M アクションプランの作成に係るオリエンテーションを実

施した。加えて、スペアパーツ供給網の構築管理に関する研修資料を作成し、他のドナーの支援

のもと、スペアパーツ販売店の運営開始を支援した。2013 年 12 月の時点では、全国合計 30 郡（成

果 3 のルアプラ州対象 4 郡を除く）において、地方自治体または上下水道公社によりスペアパー

ツ販売店が運営されている。JICA 専門家、カウンターパート、ドナーによると、州や郡レベルで

のRWSS担当官の SOMAP O&Mモデルに係る能力は強化されていっているものの、SOMAP O&M

モデルが十分に実施されるようになるには、更なる能力強化が必要である。 
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成果 3（ルアプラ州直接支援対象 4郡における SOMAP O&Mモデルの実施）を達成するために、

これまでに本プロジェクトでは、対象 4 郡の地方自治体に対し、郡 O&M アクションプランの策

定に係る研修を実施し、スペアパーツ販売店の運営開始を支援した。また、地方給水施設の維持

管理に関するモニタリングツール（モニタリング報告様式各種）や研修資料を作成し、郡議会議

員、D-WASHE メンバー、ADC メンバー、APM、伝統的指導者/コミュニティ代表者など多岐に

わたる関係者への研修の支援も行った。 

（2） 効率性を促進した要因 

SOMAP O&M モデルの全国普及は、NRWSSP に地方給水施設の O&M 改善に向けたザンビア政

府の戦略として位置づけられていることにより、本プロジェクトは SOMAP O&M モデルに対す

るザンビア側の強いオーナーシップをもって実施されている。加えて、NRWSSP に SOMAP O&M

モデルが組み込まれたことで、SOMAP O&M モデルの全国普及におけるドナーとの協調も進めら

れている。 

本プロジェクトの効率性に正の影響を与えた主な要因には、SOMAP O&M モデルに対する

MLGH のオーナーシップ意識が高かったこと以外にも、既存リソースが有効に活用されたことも

挙げられる。本プロジェクトでは、地方給水衛生の課題別作業部隊という既存のフォーラムを、

関係者にプロジェクトの進捗状況を報告したり、成果品を作業部会において協議の上、ドナーが

支援するプロジェクトでの成果品活用の賛同を得たりするのにも活用している。加えて、本プロ

ジェクトでは、先行案件（SOMAP 1 や SOMAP 2）で能力強化した郡レベルの関係者を、州 DHID

事務所の職員に対するオリエンテーションにリソースパーソンとして招待し、先行案件の経験を

共有してもらったり、郡自治体の職員に対するスペアパーツ販売網管理のオリエンテーションに

招待し、他の郡に対するピアエデュケーターとして、オリエンテーションのファシリテーション

をしてもらったりすることにより、先行案件で蓄積された経験やノウハウを有効利用している。 

更に、ルアプラ州においてハンドポンプ付深井戸 216 本の建設を支援した JICA の無償資金協

力「第二次ルアプラ州地下水開発計画」と、ルアプラ州における地方給水を取り巻く現状や課題

など関連情報の共有を通じて、プロジェクト間の相乗効果が向上されるような協力関係が構築さ

れ、本プロジェクトの実施に正の影響を与えた。 

（3） 効率性を阻害した要因 

本プロジェクトの効率性に負の影響を及ぼした主な要因には、「3-6 プロジェクトの実施プロ

セス」で述べたとおり、技術移転の対象となる政府職員の離職・異動率の高さ並びに人員不足、

州・郡レベルの新規職員の地方給水衛生事業に必要な専門知識・ノウハウ不足、予算配賦の遅れ

が挙げられる。 

本プロジェクト開始以来、中央レベルでは、プロジェクト・コーディネーターなど本プロジェ

クトにおける中心的な役職の人材の入れ替わりが頻繁に生じており、州レベルでは、新設された

州 DHID 事務所での人員不足が深刻な課題となっている。また、地方分権化の加速化により、

NRWSSP の対象となる郡数が増えたものの、新規郡では RWSS 担当官がまだ配置されていない郡

もある。人員配置に関しては、州・郡レベルで新しく配置された担当官は、地方給水・衛生セク

ターの政策に関する知識を有するものや地方給水施設の O&M 活動の計画・実施等に携わった業
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務経験を有するものが少なかったことも報告されている。州支援チーム（PST）などの暫定的な

組織ではなく、恒久的な組織として州 DHID 事務所が設置されたことは、公共サービス提供の改

善に向けた前向きな取り組みであり、郡自治体に比較的学歴の高い新規職員が雇用されることは、

中・長期的には地方行政を強化することにつながるが、本プロジェクトでは、これらの変化によ

り、先行案件で能力強化した人材の一部を失い、能力強化の活動の効率が若干損なわれた。 

加えて、予算配賦の遅れも本プロジェクトの効率性を低下させる要因となっている。ワークシ

ョップ参加者の日当や旅費等の予算配賦の遅延により、成果 3 のルアプラ州 4 郡を対象とした郡

O&M アクションプラン策定に係るワークショップの実施が遅れたことがあった。活動予算が、

適切なタイミングに配賦されないことは、MLGH が作成する NRWSSP 年次報告書（2012 年）に

おいても課題として指摘されている。 

4-4 インパクト 

中間レビュー時点では、本プロジェクトのインパクトを判断するのは「時期尚早」である。MIS

が完成されていないため、SOMAP O&M モデルの実施状況とその成果を正確に把握することはでき

ず、中間レビュー時点では、「地域住民の安全な水へのアクセス率の向上（上位目標）」に対する本プ

ロジェクトの効果は十分に評価することができない。 

（1） 上位目標の達成の見込み 

「3-5 上位目標の達成見込み」で記述した通り、地方部住民の安全な水へのアクセス率は、こ

こ 10 年で増加しており、特に 2010 年から 2012 年までは著しく増加している。MIS の未整備によ

り、SOMAP O&M モデルの実施状況と給水施設の稼働率に対する本プロジェクトのインパクトを

正確に把握することはできないことから、中間レビュー時点では、「地方部住民の安全な水へのア

クセス率の向上」への本プロジェクトの貢献度合いを判断することができない。 

（2） 上位目標の達成に至るまでの外部条件 

本プロジェクトでは、上位目標の達成に至るまでの外部条件として、「村落の人口が国家地方給

水衛生プログラムによって安全な水の使用を適切に啓発されている。」が設定されている。地方部

の住民を対象とした安全な水の使用に関する啓蒙活動は、NRWSSP の衛生コンポーネント及び

O&M コンポーネントの活動として実施されている。NRWSSP 年次報告書（2012 年）によると、

新しく建築された給水施設の約 8 割において、給水施設の運営、日常操業ならびに維持管理の責

任を負う V-WASHE 対して、住民参加による給水施設の維持管理、V-WASHE の役割と責任、給

水施設の管理技術について研修が行われた44。加えて、ザンビア政府は、「世界水の日」、「衛生週

間」や「世界手洗いの日」などで啓蒙キャンペーンを行っている。 

MLGH/DHID によると、2012 年に実施された NRWSSP 中間レビューにおいて、O&M コンポー

ネントにおける「住民参加型による給水施設の維持管理の理念」の更なる推進の必要性をが指摘

されたことから、ADC や V-WASHE に対する研修規模を拡大したとのことである45。今後も衛生

                                                 
44 2012 年度 NRWSSP 年間報告書、P.20 
45 2013 年度の国家 O&M ワークプランでは、合計 42,000 名の V-WASHE メンバーと 2,800 名の ADC メンバーに対し

て研修が実施されることが計画されているが、中間レビュー時ではこれらの達成度を確認するデータが得られなか

った。 
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コンポーネント及び O&M コンポーネントの一貫として、「安全な水の使用」に関する啓蒙活動の

実施が期待されることから、上位目標の達成に至るまでの外部条件が満たされる見込みは高い。 

（3） その他のインパクト 

本プロジェクト実施によって起こったその他のインパクトとして、ルアプラ州のムウェンセ郡

で、本プロジェクトが開始されてから、コレラ発症が激減したことが挙げられる。ムウェンセ郡

自治体によると、ムウェンセ郡では、毎年、雨季に入るとコレラの発生が報告されているものの、

今年は、雨季に入って数ヵ月経つのにも関わらず、コレラ発生事例が報告されていない。 

4-5 持続性 

本プロジェクトの持続性は「中程度」と判断される。SOMAP は NRWSSP に組み込まれているこ

とから、プロジェクト終了後も、給水施設稼働率の改善に向けたザンビア政府の戦略として、継続的

に実施されることが期待される。一方で、職員の頻繁な異動や人員不足、MIS の未整備など組織面・

技術面では、まだ課題が多く残っている。 

（1） 政策・制度面 

政策・制度面の持続性は「高い」と判断される。「4-1 妥当性」で述べた通り、ザンビア政府

の長期開発政策である「ビジョン 2030」やそれを達成するための中期開発政策「第六次国家開発

計画（改訂案）」、並びに「国家水政策」や「水供給・衛生法」の関連政策において地方給水施設

の運営維持管理の改善の必要性が明記されている。また、SOMAP は、深井戸の維持管理を改善

に向けたザンビア政府の戦略として位置づけられており、今後、政策の方向性が近い将来に変わ

る可能性は低い。 

NRWSSP 中間レビュー報告書（2012 年）には、「プロジェクトとしての SOMAP とザンビア政

府の地方給水施設の維持管理改善アプローチとしての SOMAP の区別が付けられなくなっており、

SOMAP は地方給水施設の維持管理に係る全てのイニシアティブに適用されるようになった」と

報告されている46。また、同報告書は、NRWSSP のアプローチはザンビア政府の開発政策が掲げ

る地方給水セクターのビジョンや目標を達成するために適切な戦略であり、NRWSSP の妥当性は、

給水・衛生セクターの全関係者に認識されていると指摘している。 

（2） 組織面 

組織面の持続性は、「中程度」と判断される。SOMAP O&M モデル実施における各関係者の役

割と責任は、「国家運営・維持管理ガイドライン（2007 年）」、「維持管理実施マニュアル及びユー

ザーガイド（2010 年）」、「ハンドポンプ・スペアパーツ販売網管理マニュアル（2012 年）」等のガ

イドラインやマニュアル各種で明確に定義されており、様々なワークショップにおいて広く共有

されている。また、各行政レベルにおいて、組織強化のために様々な取り組みも行われている。

中央レベルでは、内閣府の支援のもと、MLGH が同省の計画及びモニタリング機能を強化するた

めに、計画局を設立する準備を進めている。内閣府は、計画局設立のために 2 人の職員を MLGH

に派遣しており、同局は 1 から 2 年内で業務開始される予定である。なお、計画局には、MIS の

管理を担当する M&E 担当官が配置される予定である。加えて、州レベルでは、州 DHID 事務所

                                                 
46 NRWSSP 中間レビュー報告書（2012 年）P.32 
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が設立され、郡レベルでは、地方行政サービス委員会が、郡自治体における RWSS 担当職員の配

置を着実に進めている。 

その一方で、NRWSSP の M&E 枠組みと MIS
47がまだ完成されていないこと、中央レベルで離

職・異動率が高く、州 DHID 事務所の職員が不足していることが本プロジェクトの持続性に影響

を及ぼしている。MLGH/DHID やドナーによると、MIS 構築は最優先されるべき活動の 1 つであ

り、MLGH とドナー間でシステム開発のワークプランを明確化するために更なる協議が行われる

予定である。 

（3） 財務面 

財務面の持続性は、「高い」と判断される。現在 O&M への予算は、NRWSSP 資金から拠出さ

れており、その額48は 2012 年度に 900 万ザンビア･クワチャ、2013 年度に 1,500 万ザンビア･クワ

チャ、2014 年度に 2,000 万ザンビア･クワチャと本プロジェクト開始以降、増加している。また、

MLGH は KfW の支援のもと、NRWSSP バスケットファンドの設立を進めている49。MLGH によ

ると、同省は、NRWSSP の延長を検討しており、延長に必要な手続きを進める予定である。 

（4） 技術面 

技術面の持続性は、「中程度」である。「3-3 成果の達成状況」で述べた通り、MLGH/DHID 職

員の能力強化には改善の余地があり、郡 O&M アクションプラン作成の支援、郡自治体の活動の

モニタリングおよび適切な指導を行えるよう、州 DHID 事務所に対して引き続き技術支援を行う

必要がある。また、NRWSSP の M&E 枠組み及び MIS が完成した際には、MLGH/DHID、州 DHID

事務所、郡自治体のモニタリング能力の強化が必要となる。 

また、カウンターパートやドナーからは、郡自治体の職員の中には、「SCM マニュアル第 2 版」

に沿ってスペアパーツの価格設定を行うことを困難に感じている郡があり、全般的に、SOMAP

ガイドラインやマニュアルには、細かすぎる部分もあるという意見もあった。 

                                                 
47 MIS 開発は、DANIDA の支援のもと進められてきたが、2013 年末をもってデンマーク政府によるザンビアへの援

助が終了したことから、MIS 開発のために MLGH により雇用された 2 名のコンサルタントの給料は、UNICEF が当

面負担することとなった。中間レビュー時点では、MLGH とドナー間で、MIS に含まれる指標、収集方法等に係る

意見が十分に共有されていない状況であった（例えば、中間レビュー時に、UNICEF は、地方住民から情報を収集

するツールとしてスマートフォンの使用を 16 郡で試行しており、MIS の情報収集ツールとしても使用したいとい

う意向を持っているものの、この件に関する議論は MLGH や他ドナーとはまだ行っていなかった。） 
48 2012 年度及び 2013 年度の予算額は、本調査団による DHID の副局長（給水・衛生）へのインタビュー調査で得た

情報であり、2014 年度の予算額は、ザンビア政府の年次予算文書（Yellow Book）に基づく情報である。年次予算

文書によると、SOMAP に充てられる 2014 年の予算の内、1 百万ザンビア・クワチャが UNICEF の負担、50 万ザン

ビア・クワチャが AfDB から負担されている。 
49 中間レビュー時点では、バスケットファンドには、KfW と DFID が出資しており、資金規模は、約 1,500 万ドル～

2,000 万米ドルである。バスケットファンド設立に向けて、MLGH は KfW の支援のもと、「NRWSSP 資金に係るガ

イドラインと手順」の改訂を進めている。KfW によると、将来的にバスケットファンドは、スペアパーツの初期在

庫購入にも活用されることを想定している。 
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第5章 結論 

本プロジェクトは、ザンビア政府の SOMAP O&M モデルに対する強いオーナーシップにより、大

きな遅れもなく、地方給水施設の稼働率向上（プロジェクト目標）に向けて、順調に進められている。

その一方で、プロジェクト目標が達成されるには、MIS の構築、州・郡レベルの関係者に対する継続

的な技術移転、持続性のあるスペアパーツ調達システムの構築など、プロジェクト終了時までに取り

組んでいくべき課題も多くある。 

5 項目評価については、SOMAP O&M モデルの全国普及は、ザンビア政府の地方給水の維持管理

を改善する戦略として「国家地方給水衛生プログラム（NRWSSP）（2006 年～2015 年）」に組み込ま

れており、地方給水施設の稼働率の改善による安全な水へのアクセスの向上は、ザンビアの人々のニ

ーズに合致しており、日本政府の対ザンビア国援助政策との整合性も高いことから、本プロジェクト

の妥当性は高いと判断される。3 つの成果の達成状況を踏まえると、プロジェクト目標はプロジェク

ト終了時までにある程度達成できる見込みであることから、本プロジェクトの有効性はやや高いと判

断される。本プロジェクトの効率性は、プロジェクト活動を実施するために必要な量と質の投入が、

概ね適切に実施されており、成果の達成に貢献している。その一方で、技術移転の対象となる政府職

員の離職・異動率の高さ並びに人員不足、州・郡レベルの新規職員の地方給水衛生事業に必要な専門

知識・ノウハウ不足、予算配賦の遅れが効率性に負の影響を及ぼしていることから、「中程度」と判

断される。インパクトに関しては、MIS が完成されていないため、SOMAP O&M モデルの実施状況

とその成果を正確に把握することはできず、中間レビュー時点では、「地方部住民の安全な水へのア

クセス率の向上（上位目標）」に対する本プロジェクトの効果は十分に評価することができない。こ

のことから、本プロジェクトのインパクトを判断するのは「時期尚早」である。本プロジェクトの持

続性は「中程度」と判断される。SOMAP は NRWSSP に組み込まれており、給水施設稼働率の改善

に向けたザンビア政府の戦略として、継続的に実施されることが期待される。また、MLGH におけ

る計画局の設立準備や郡自治体における RWSS 担当職員の雇用増加など、各行政レベルの組織構造

を強化させるために様々な取り組みも行われており、O&M への予算は、本プロジェクト開始以降、

増加している。一方で、職員の頻繁な異動や人員不足、MIS の未整備など組織面・技術面では、まだ

対応すべき課題がある。 
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第6章 提言 

上記の分析を踏まえ、本調査団は、円滑なプロジェクト運営、プロジェクト目標や上位目標の達成、

持続性の確保に向けて、以下を提言する。 

 

ザンビア国政府に対する提言 

1) MIS の構築 

MIS の構築は、本プロジェクトの成果、プロジェクト目標、上位目標の達成のみならず、MLGH

の運営全般にとって肝要となるため、早期に確立が求められる。したがって、本調査団は、MLGH

が積極的に本プロジェクトを含む関連ドナーを MIS 開発プロセスに巻き込み、適切な指標の設定、

情報収集方法及び頻度を確定していくことを提言する。加えて、郡や区レベルの関係者への負担を

減らすために、MLGH は、MIS 構築におけるドナー間における連携を通じて、モニタリングのグ

ットプラクティスに関する情報の共有を促進するとともに、モニタリング様式の標準化を推進する

べきである。 

2) 人員体制の改善（頻繁な職員の異動の削減及び十分な人員配置） 

中間レビューでは、円滑なプロジェクト実施に負の影響を与えた要因として、技術移転の対象と

なる政府職員の離職・異動率の高さ並びに人員不足が確認された。技術支援の対象となる人員が頻

繁に入れ替わるのにも関わらず、十分な引き継ぎが行われなかった場合は、技術支援によって得た

新しい知識やノウハウが失われてしまう。加えて、人員が不足の場合は、欠員しているポジション

の役割や責任を既存人材で賄うことになるため、プロジェクト活動に充てられる時間も限られる。

したがって、本調査団は、効果的及び効率的に技術支援が行われるため、州 DHID 事務所の欠員を

補充し、カウンターパートの異動をできる限り減らすなど、適切な人員体制の構築を行うことを提

言する。 

3) 予算執行の改善 

中間レビューでは、円滑なプロジェクト実施を阻害した要因として、予算配賦の遅れがあったこ

とが確認された。APM や ADC、WDC に対する研修や給水施設の O&M 活動のモニタリングは、

郡自治体の責任であることから、SOMAP O&M モデル実施には、十分な予算が適切なタイミング

で郡自治体に配賦されることが肝要である。予算執行状況が改善されるために、本調査団は、MLGH

が改定作業にかかる情報を本プロジェクトや関連ドナーと十分に共有し、本プロジェクトや関連ド

ナーの支援のもと、予算計画策定から審査、執行までの予算に係る一連の作業工程を明確化し、そ

の内容を「NRWSSP 資金に係るガイドラインと手順」に反映することを提言する。「誰がどのタイ

ミングで何をすべきか」を明確にすることは、予算配賦の遅延防止だけでなく、組織のアカウンタ

ビリティの更なる改善にも繋がる。 
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4) SOMAP O&M モデルへのアラインメント（SOMAP 戦略への整合性の増進） 

SOMAP O&M モデルの全国普及を確実なものにするには、ドナーやカウンターパートが SOMAP 

O&M モデルとのアラインメントを増進し、さらに援助協調を図ることが求められる。MLGH/DHID

のカウンターパートによると、NRWSSP の枠組みのもと、SOMAP O&M モデル実施にかかる活動

がドナー支援により進められているものの、全国的に見れば、V-WASHE の能力強化、住民参加に

よる地方給水施設の維持管理に係る住民啓蒙活動等が十分に行われずに、井戸の建設のみが進めら

れる事例等もまだ報告されている。地方給水施設に係る活動が十分に SOMAP O&M モデルに沿っ

て行われない場合は、給水施設の維持管理に対する住民の責任意識の不足や欠如により引き起こさ

れるモラルハザードなど現場で混乱が起こる恐れがあることから、本調査団は、中央・州・郡レベ

ルの RWSS 担当官が、SOMAP O&M ガイドラインやマニュアルを正確に理解し、地方給水施設に

係る活動が SOMAP O&M モデルに沿って展開されるように、NGO やドナーを含む関係者に

SOMAP O&M モデルへのアライメントの増進を働きかけることを提言する。 

5) NRWSSP の延長 

NRWSSP のビジョンや目標を達成するために、本調査団は、2015 年に終了する予定である

NRWSSP の延長を提言する。 

本プロジェクト（JICA 専門家とカウンターパート）に関する提言 

1) 州 DHID 事務所の継続的能力強化 

本プロジェクトでは、成果 2 と成果 3 において、SOMAP O&M モデル普及のエントリーポイン

トとして、州 DHID 事務所に対し、郡自治体が SOMAP O&M モデル実施にかかる一連の活動を支

援するための能力強化を行っている。O&M コンポーネントに係る州 DHID 事務所の能力は、州

O&M ワークプラン策定ワークショップや、州 DHID 事務所による郡 O&M アクションプラン策定

ワークショップのファシリテーション等を通じて、強化されているものの、SOMAP O&M モデル

の全国普及を確実に達成するには、各州 DHID 事務所のニーズや状況を踏まえた継続的な能力強化

が必要である。本調査団は、州 DHID 事務所が郡 O&M アクションプランの精査や郡自治体への技

術指導等を適切に実施しているかを確認するために、JICA 専門家と MLGH/DHID のカウンターパ

ートが、州 DHID 事務所へ定期的にモニタリング訪問することを提案する。 

2) 持続性のあるスペアパーツ供給網の構築（スペアパーツの適切な価格設定及び在庫補充への支
援） 

中間レビューでは、SCM マニュアルに沿ったスペアパーツの価格設定や、必要な数のスペアパ

ーツの単品購入が困難と考えている自治体が多数存在することが確認された。本調査団は州 DHID

事務所へスペアパーツ販売店設立のフォローアップを定期的に実施し、SCM マニュアルのスペア

パーツの価格設定の部分を見直すことを提言する。加えて、スペアパーツの在庫補給が円滑に行わ

れ、持続性のあるスペアパーツ供給網が構築されるように、MLGH/DHID とサプライヤー間、ある

いは州 DHID 事務所とサプライヤー間で、スペアパーツ調達契約が締結されることを提言する。 

3) 井戸台帳及び井戸ロケーション・マップの策定 
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井戸台帳や井戸ロケーション・マップは、郡自治体が、井戸の位置や数に対する APM の配置状

況や V-WASHE の設立状況などを確認し、APM や V-WASHE への研修計画を立てたり、修理用ツ

ールキットを更に効率的に管理したりするのに必要なツールである。ルアプラ州の JICA 直接支援

対象 4 郡において、JICA 専門家が郡レベルのカウンターパートとの協働のもと、他の郡への見本

となるような井戸台帳や井戸ロケーション・マップを作成することを提言する。また、他の郡にお

いても台帳やロケーション・マップの策定が行われるように、JICA 専門家が MLGH に技術支援を

行うことを提言する。 

4) PDM の改訂 

本プロジェクト開始以降、州 DHID 事務所の設立、NRWSSP 対象郡の増加、モニタリングシス

テムの IMSからMISへの移行など、プロジェクトを取り巻く外部環境に変化があった。現行のPDM

には、これらの外部環境の変化が反映されていないため、本調査団は PDM 改訂を提言する。 
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第7章 団長所感 

今回は、技術協力プロジェクト「ザンビア国地方給水維持管理コンポーネント支援プロジェクト

（SOMAP 3）」の中間評価調査を約 3 週間にわたり実施したが、関係者の協力もあり、現地踏査も含

めほぼ予定どおり終了することができた。この点についてはザンビア側及び日本側プロジェクト関係

者の支援と協力に感謝申し上げたい。 

評価結果であるが、既に述べられているとおり妥当性については高く、有効性はやや高い、効率性

及び持続性は中程度と評価し、インパクトについてはある程度正の効果は認められ、負の影響はない

がモニタリングデータがないため現段階では評価不能とした。総合的な評価としては、厳しい環境の

中で日本人専門家が精力的に活動されていることもあり、プロジェクトは概ね順調に進捗しており、

残り期間中ザンビア側の人的・財政的投入が確実に行われれば、プロジェクト目標は概ね達成できる

ものと思われる。この評価結果については、ザンビア側関係者やプロジェクトの日本人専門家の了解

も得ている。 

しかしながら、評価報告書にも記載しているが、プロジェクト開始時にはザンビア側実施機関がベ

ースラインデータとして活用できると「情報管理システム（IMS）」が未だ確立しておらず、途中で

方針を変更して新たなシステム（MIS）を開発中という想定外の状況で、今回の評価ではモニタリン

グデータがない状況での評価実施のため、定量的な評価はほとんどできなかったことは残念であった。

終了時評価においては、新たな情報システム（MIS）を活用し定性的な評価ができることが好ましい

が、開発が完了するかは未定であるため、今回 PDM の成果指標等を修正して、定量的な項目も確実

に評価できるようプロジェクトには要請した。 

現地踏査では、JICA が直接支援しているルアプラ州の 3 郡の現場へ行き、関係者のインタビュー

や給水施設の視察、スペアパーツ販売店の訪問を実施したが、このプロジェクトの成果であるSOMAP 

O&M モデルの全国展開の難しさを実感した。専門家が現場に張り付いている郡であっても、村レベ

ルへの SOMAP O&M モデルの普及は簡単ではなく、ザンビア側の人員不足が問題となっているため、

先方政府へ対処を要請した。 

また、このプロジェクトの前提となる NRWSSP が 2015 年に終了するため、このプログラムの延長

あるいは次のフェーズの実施決定を行うよう先方政府に求めた。 

最後になるが、プロジェクト専門家には、2016 年 2 月の終了時までの残された期間でプロジェク

ト目標を達成するため、厳しい状況ではあるがご尽力をお願いするとともに、在ザンビア日本大使館

及び JICA ザンビア事務所にも引き続きご支援・ご協力をお願いしたい。 
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